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1. はじめに 

1.1. ロボット開発における OSSに利用の現状 

近年、ロボットシステムの複雑化や応用範囲の拡大に伴い、ロボット開発においてもオープンソース

ソフトウェア（以下 OSS: Open Source Software） が用いられることが増えつつある。この流れは、

ROS（Robot Operating System）や RT-Middleware （Robot Technology Middleware）など、ソフ

トウェアのモジュール化と再利用を促すソフトウェアプラットフォームの利用拡大に伴い、一層加速し

ている。海外では、こうした OSSを利用したロボットシステムの開発とアプリケーションの開拓およ

びビジネス化が拡大している。日本国内でも、2018年に SONYから発売された aiboでは、500以

上のオープンソースが利用されるなど、ロボットシステムを開発するうえで OSSを利用することは

不可欠となっている。 

1.2. OSSに利用におけるライセンス・特許に関する問題点 

一方で、ロボットメーカーがロボットを製品化するうえで、あるいはシステムインテグレータがシステ

ムを開発するうえで、OSSの品質や責任の所在の問題とともに、ライセンスや特許に関する取扱い

が難しいといった声が聞かれる。実際のところ、OSSを利用するうえで、ライセンス条項に従い適切

に利用することは、自社で開発し著作権を保有するソフトウェアを利用することに比べると、潜在的

リスクを抱えることになるのは事実である。一方で、複雑化するロボットシステムの開発コストを削減

し、いち早くリリースすることが求められる昨今において、OSSは適切に利用すればそうしたリスク

以上のベネフィットが得られることは、TVや AV機器・家電・オフィス機器などが近年では OSSや

Linux等オープンソース OSを活用している現状からも理解できる。こうした先行事例では、OSSの

ライセンスや特許の問題を体系的に整理し、社内における利用ポリシーを定め、開発プロセスと連

動したチェック・承認体制を構築することで、こうした潜在的リスクに対処している。また、こうした対

処方法に関しては IPA （独立行政法人 情報処理推進機構）からもガイドライン[1] としてまとめられ

ている。 
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本ガイドラインにて提示する情報 

ロボットのソフトウェアの部分における OSS利用時のライセンスや特許に関する課題とその対策に

ついては、先行事例や上記[1]のガイドラインが参考になる。一方で、ロボットというハードと密接に

関係する製品・システムの性質上、ロボットハードウェアの CADモデルデータや各種物理パラメー

タ情報の二次利用や、システムの内部情報にかかわるドキュメント情報の公開といった、ソフトウェ

ア一般では考慮されてこなかった課題に直面するケースが今回明らかとなった。特に、これまで

OSSをダウンロードし利用する際のライセンスや特許の問題については、数多く議論されガイドライ

ン化されているが、上述のように、ソースコード、CADモデル等、自社開発したものをどのように公

開するかについてはあまり整理されていない。また、国内では OSSに対する貢献、すなわち既存

の OSSのバグの修正や、改善提案やそのためのソースコードの本家開発元への提供、について

の体系的議論は少ない。 

本ガイドラインでは、こうしたロボットシステムに特有のオープンソースの取り扱いについて主に整理

するとともに、OSSに対する貢献に関する諸問題についても取り扱う。 

1.3. 対象読者 

オープンソースを製品開発に利用することは、近年の TVをはじめとするデジタル家電など、様々な

分野で行われており、そうした先行領域において、大企業などではすでにオープンソースの利用の

仕方について、主にライセンスや特許問題に対応するためのガイドライン化やポリシー制定などが

行われている場合もあります。一方で、中堅・中小企業や、ハードウェア開発がメインで、ソフトウェ

アの開発をそれほど得意としていないロボット開発企業等においては、オープンソースの活用は未

知の領域であるところも多いはずです。 

本ガイドラインは、そのようなオープンソースを活用した開発に慣れていないが、これからロボットシ

ステム開発にオープンソースを活用したいと考えているメーカーやシステムインテグレータの技術者

のみならず、経営層、知財管理部門、品質管理部門等、ソフトウェアに関連する部署・担当者を対

象に、オープンソースを活用するために必要なライセンスや特許に関する基礎的な知識を提供する

ことを目的としています。したがって、主な対象は、オープンソースをあまり利用したことがない、あ

るいは利用したことはあるけど社内にガイドラインや利用体制などが十分構築されていない、メーカ



6 

ーやシステムインテグレータ等の技術者・研究者および関係部署の担当者を想定しています。さら

に、オープンソースにはすでに公開されているソフトウェアを利用するだけでなく、既存のオープンソ

ースプロジェクトに対して、バグレポートや機能拡張のソースコードの提供、あるいは開発者個人や

企業として新たにオープンソースプロジェクトを立ち上げるなどの貢献を行う、いわゆる公開の側面

もあります（図 1）。本ガイドラインでは、オープンソースの利用から一歩踏み込んで、公開の面に関

してもガイドラインを提供します。 

 

図 1オープンソースにおける利用と貢献のケース 

書籍「OSSライセンスの教科書」[2]では、企業においてオープンソースをどのように扱うかについ

て、ライセンスの問題を中心にかなり詳細に解説が述べられています。この「OSSライセンスの教

科書」では、組織におけるオープンソースの導入・活用レベルには、以下のレベル 0～レベル 4まで

あるとしているのでここで引用します。 

本ガイドラインでは、主にレベル 0～レベル 3程度の社内体制が十分にできていない企業やその技

術者を対象にしています。加えて、オープンソースを適切に利用するには、社内の他の技術者や他

の部門（知財・法務部門、品質管理部門等）、あるいは経営層とも連携することが重要です。したが

って、もしそれらの部門においてもオープンソースの適切な利用に関する知識が十分にない場合に

uc [package] OSS-Guidelines [ガイドライン利用]     

OSSガイドライン

:ソフトウェアの知財を知らない

ロボット開発者

OSSの利用

OSSの公開
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は、関係部門を巻き込んで体制を徐々に構築していくことが肝要です。本ガイドラインは、その際の

入り口になる情報を提供するものと考えてください。 

表 1 OSSへの対応レベル（引用：OSSライセンスの教科書 p.213） 

体制レベル 段階 

レベル 0 OSSの利用は一切禁止されている 

レベル 1 ごく少数のメンバーが限られた OSSを適切に使っている 

レベル 2 主に使われている OSSについては適切な対応ができる段階 

レベル 3 多くの OSSについて適切な対応ができる段階 

 ↓ 

組織的体制の構築・OSS利活用の本質をとらえる 

↓ 

レベル 4 （OSS対応チームが組織されたうえで）多くの OSSについて適切な対応が

できる段階、加えてコミュニティへの貢献もできるレベル 
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1.4. 委員名簿 

【委員長】  (国研)産業技術総合研究所 ロボットイノベーションセンター 

ロボットソフトウェアプラットフォーム研究チーム長    安藤 慶昭 

【副委員長】 (国研)産業技術総合研究所 ロボットイノベーションセンター 

ロボットソフトウェア研究ラボ長      原 功 

【委員メンバー】  

（学）会津大学 情報システム学部門 ロボット工学講座 教授   成瀬 継太郎 

（学）会津大学 復興支援センター 特任教授     屋代 眞 

（株）セック 開発本部 第四開発部 テクニカルマネジャー   中本 啓之 

ＴＨＫ（株） シニアクリエイティブプロデューサー     永塚 正樹 

ＴＨＫ（株） 事業開発統括部        三好 崇生 

（株）東芝 研究開発センター 機械システムラボラトリー 主任研究員  山本 大介 

トヨタ自動車（株） Ｔ－フロンティア部      高橋 太郎 

(一財)日本品質保証機構 認証制度開発普及室 主幹    櫛引 豪 

パナソニック（株） プロダクト解析センター 電気ソリューション部 課長  岡本 球夫 

富士ソフト（株） エリア事業本部 中部支社  

マニュファクチャリングソリューション部 プロジェクトマネージャー   石川 貴雄 

（株）安川電機 開発研究所 つくば研究所 課長代理    平田 亮吉 

【オブザーバ】 

（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構 ロボット・AI部 主査  増田 昌庸 

富士ソフト㈱ 技術管理統括部 技術開発部 技術管理室 リーダー   越野 愛美 

（敬称略） 
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2. ソフトウェアライセンス 

2.1. ソフトウェアの著作権 

ソフトウェアライセンスについて考える上で、「ソフトウェアは著作物」であり、かつ著作権の対象とな

る知的財産である ことを理解する必要があります。 

日本の著作権法の定義によれば、著作物とは「思想又は感情を創作的に表現したものであって、

文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」（2条 1項 1号）と定められており、この定義から

は、ソフトウェアは著作物に含まれないように見えます。しかしながら、著作権法第 2条では、プロ

グラムとは、「電子計算機を機能させて一の結果を得ることができるようにこれに対する指令を組み

合わせたものとして表現したもの」 と定義され、その上で第 10条における「著作物の例示」におい

て 「プログラムの著作物」 として示されており、ソフトウェアは著作権法により保護される著作物の

一種となっています。 

日本の著作権法では、国際条約（ベルヌ条約）に基づき、無方式主義を採用しており、特段の登録

手続きを経ることなく、著作者が著作物を創作した時点で、著作権法で定める知的財産的権利が認

められます。さらに、この著作権は、日本国内のみならず、ベルヌ条約締結国においても同様の保

護を受けることができます（図 2）。 

逆に言えば、日本国外で開発されたソフトウェアについても、ベルヌ条約締結国間で同様に保護さ

れるため、インターネット上で入手可能なオープンソースソフトウェアについても、ほとんどの場合開

発者の国籍によらず著作物として保護されます。こうしたオープンソースソフトウェアは取扱いを誤

ると企業においてはコンプライアンス上のリスクとなるため、ソフトウェアが著作権法等の法律により

保護される知的財産であることを念頭に置き、その法律を遵守したうえでの適切な取り扱いを行う

必要があります。 

【POINT】  

ソフトウェアは国を超えて著作物として保護され、適切な取り扱いが求められる。 
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ベルヌ条約： 正式名称は「文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」であ

り、160か国余りが加盟する著作権に関する基本条約。著作者による明示的な主張・

宣言がなくとも自動的に発生すること（無方式主義）、著作権が他の加盟国において

も、その国の著作者と同等の保護を受けることができる（内国民待遇）等を謳った国際

条約。 

参考: WIPO (World Intellectual Property Organization), 

https://www.wipo.int/treaties/en/ip/berne/index.html 

 

図 2ソフトウェアの著作権の発生要件 

しかし、だからと言ってオープンソースソフトウェアの利用を怖がる必要はありません。オープンソー

スソフトウェアには、世界中の優秀なソフトウェア開発者が協力して開発し、製品として販売されるも

のより高性能・高機能なものも多数あります。これらの多くは、一定の条件下では自由に利用、二次

配布、つまり製品などに組み込んで出荷することも認められており、この条件を的確に把握し対応

することで、こうしたソフトウェアを無償かつ自由に使用することができます。 

本ガイドラインでは、オープンソースソフトウェアを活用するために必要な事項と注意点をわかりや

すくまとめています。 

 

著作権
（＋著作人格権）

原則として作成と同時に
自動的に発生する

開発者

# © 2019 MyName

print “Hello World!”

著作権の権利発生要件
開発者が日本人：著作権法により保護

と同時に

ベルヌ条約締結国でも同様に保護を受ける

著作権に関する2つの条約

ベルヌ条約：世界のほぼすべての国（169か
国）が批准。著作権の発生要件に無方式主義
（©マークが不要）を採用。

万国著作権条約：ベルヌ条約を補完する条約。
方式主義（©マークが必要）を採用する国が
批准。米国もかつては方式主義を採用してい
たが、1989年にベルヌ条約を批准。

「© 2019 MyName」 の著作権表記の必要性
万国著作権条約加盟国向けだが、作者を明確にするうえでも好
ましい習慣。
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著作権法により保護されないもの 

上で述べたように、著作権法においてプログラムとは「電子計算機を機能させて一の結果を得るこ

とができるようにこれに対する指令を組み合わせたものとして表現したもの」であり、これにかかわ

る様々な権利を保護することを目的としています。つまり、著作権法はソフトウェアの「表現」を保護

するためのものであり、ソフトウェアに内在するアイディアやノウハウは著作権法によっては保護さ

れないのです。こうしたアイディアやノウハウは、その他の知的財産権（特許権、実用新案などの工

業所有権）として保護されるべきであるという考え方に基づいています。 

なお、著作権法では第 10条の九第 3項において、著作権法により保護は「プログラム言語、規

約、解法」には及ばないと明記されています。プログラム言語は、ソフトウェアを記述する言語その

もので、表現ではなく表現の手段であるとの観点から保護の対象外となっています。また、規約とは

インターフェースや API、あるいは通信におけるプロトコルなどを指し、これらも著作権法の保護の

対象外となっています。最後に解法ですが、これはアルゴリズムや手順を示したフローチャートであ

り、このようなアイディア自体は著作権保護の対象外となっています。また、ソフトウェアが実現する

機能自体も保護が及びません。あくまで著作権はこうしたものを、プログラムとして表現したものを

保護する法律であることを留意する必要があります。 

【POINT】  

著作権法はプログラムの表現を保護する法律。言語、インターフェースやプロトコル、

アルゴリズム、あるいは機能などはは著作権法で保護されない。 

著作権により保護される権利 

ソフトウェアも著作物として国内外でその権利が保護されることは上に述べたとおりですが、その権

利にはどのようなものがあるのでしょうか？ 

日本の著作権法においては、著作者がその著作物に対して有する人格的利益を保護する権利とし

て著作人格権が、また、著作物を活用して収益や名声などを得ることができる財産的権利としての

著作財産権が規定されています。 
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2.1.1. 著作人格権 

著作者人格権 （第 18条～第 20条）は、著作権者が著作物を創作した直後からその著作者に紐

づけられる権利（一身専属性）であり、他人には譲渡でいない権利とされています（著作権法 59

条）。ベルヌ条約においても同様に、たとえ著作権を他人に譲渡した後であっても、著作人格権は著

作者が保持する権利として規定されています。逆に言えば、著作権は第三者に譲渡することが可

能であり、著作権を譲渡された著作権者が後述する著作権を行使することができるのです。一方、

著作人格権により規定される権利は、著作権者が変わったとしても、原著作者により保持され続け

ます。 

なお、著作者が死亡した場合（法人の著作者の場合は解散した場合）には、日本の国内法では著

作人格権は消滅する（相続することもできない）とされますが、ベルヌ条約においては、著作者の死

後も権利の保護を求めているなど若干に違いがあります。 

著作人格権には以下の 4つ（ベルヌ条約的解釈では 3つ）の権利があります（図 3）。 

⚫ 公表権：著作権法第 18条。未発表の著作物を公表する権利。公表・発表と同時に公表権は消

失する。なお、ベルヌ条約にはこの規定はない。 

⚫ 氏名表示権：著作権法第 19条。著作物の公表に際し、著作者の実名や変名を著作者名として

表示する、またはしない権利。 

⚫ 同一性保持権：著作権法第 20条 1項。著作者の意に反して、著作物の変更・切除・その他の

改変を禁止する権利。 

⚫ （名誉声望保持権）：著作権法 113条 6項。著作者の名誉又は声望を害する方法によりその

著作物を利用する行為を禁止する権利。ベルヌ条約においては、同一性保持権と一体の条文

で規定されているが、国内法では改変を伴わない利用を考慮し独立した規定となっている。 

 

ただし、著作権法において、ソフトウェアの著作権は比較的新しく追加された概念であり、また他の

著作物にはない特性を持つため、ソフトウェアすなわち「プログラムの著作物」について、他の著作

物と異なる取り扱いが規定されている部分があります。 



13 

 

図 3 著作権により保護される権利 

 

第 20条の 3  同一性保持権 

 第 20条では、著作物に対する現著作者が保有する著作人格権の一つである同一性保持権が規

定されています。ただし、プログラムの著作物については、その特性上、特定の計算機上で利用で

きない場合や、そのソフトウェアをより効果的に使用するためには、改変を許す規定が別途定めら

れています。つまり、著作者のものとは異なる環境上で動作させるうえで必要な改変、あるいは移

植のための変更は、同一性保持権を侵害しないとみなされるのです。 

このように、プログラムの著作権においては、ソフトウェアの特性に配慮して、同一性保持権が若干

緩められています。 

【POINT】 

著作人格権は譲渡できない著作権者に固有の権利。 

著作権
（＋著作人格権）

作成と同時に
自動的に発生する

開発者

プログラム

print “Hello World!”

• 複製権（コピーの制限）
• 上演権および演奏権（演劇等）
• 放送権、有線送信権
• 口述権（講義、朗読等）
• 展示権（美術・写真等）
• 上映権および頒布権（映画）
• 貸与権
• 翻訳権、翻案権等（改変、拡張、移植等の制限）
• 二次的著作物の利用に関する現著作者の権利

• 公表権
• 氏名表示権
• 同一性保持権（改変の制限）

著作権

著作人格権
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2.1.2. 著作権 

著作権は、上述したように、著作者が創作した著作物に対して有する知的財産権（知的所有権）の

一種であり、上記著作人格権以外の著作権は著作財産権ともいわれます。著作人格権とは異な

り、著作権は他人に譲渡することが可能です。 

著作権自体は、美術、音楽、文芸、学術などに関する著作物一般について、以下の権利が定めら

れています。したがって、ソフトウェア、とくにオープンソースソフトウェア一般の利用形態において適

さない条項も存在します。以下に、著作権法において保護される知的財産権を示します（図 3）。 

⚫ 複製権（コピーの制限） 

⚫ 上演権および演奏権（演劇等） 

⚫ 放送権、有線送信権 

⚫ 口述権（講義、朗読等） 

⚫ 展示権（美術・写真等） 

⚫ 上映権および頒布権（映画） 

⚫ 貸与権 

⚫ 翻訳権、翻案権等（改変、拡張、移植等の制限） 

⚫ 二次的著作物の利用に関する現著作者の権利 

 

個々の権利についての解説は省きますが、著作人格権同様、著作権で規定される種々の権利につ

いても、条文上 「プログラムの著作物は除く」 等の但し書きで他の著作物とは区別され、別途プロ

グラムの著作物に関して定めている条文があり、これを以下に示します。 

第 15条 職務上作成する著作物の著作者 

第 15条においては、法人等の従事者が職務上作成する著作物については特段の定めがない限

り、その著作者は作成した個人ではなく法人となることが定められています（職務著作）。職務著作

に対する著作権が成立する要件は、 

① 法人その他使用者（法人等）の発意に基づくものであること 

② 法人等の業務に従事する者が職務上作成するものであること 
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③ 法人等が自己の著作の名義の下に公表するものであること 

④ 作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがないこと 

となっていますが、プログラムの著作物に限っては、③の「法人等が自己の著作の名義の下に公表

するものであること」が除かれています。これは、他の著作物が一般に公表されることを前提として

創作されるのに対し、ソフトウェアは企業（等法人）が自社内で（外部に公表せずに）使用することを

目的に作成される場合があることがあり、これを考慮した条項となっています。 

つまり、外販しない、あるいはオープンソースにしない、企業内で開発されたソフトウェアに対して

も、作成した時点でソフトウェアの作成者ではなく法人に対して著作権が認められるということです。 

第 47条の 2 プログラムの著作物の複製物の所有者による複製等 

プログラムの著作物については、その複製物の所有者は、複製または翻案をすることができると定

められています。つまり、ソフトウェアのバックアップ（複製に相当）を行ったり、ソフトウェアの拡張・

流用や移植（翻案）を行ったりすることができると定められています。 

さらに、翻案によって創作される二次著作物についても複製を行うことも認められています。つまり、

元のプログラムを改変・拡張等した二次著作物としてのソフトウェアについても、バックアップ程度の

複製ならば許可されるということです。ただし、その場合、二次創作物に対しても原著作者の貢献部

分については現著作者の権利が及ぶことは考慮しないといけません。つまり、あるプログラムを改

変・拡張等したプログラムあくまで二次著作物であり、バックアップ以上の複製や配布等は許されな

いということになります。 

さらに、複製物の所有者が、所有権を第三者に譲渡する、あるいは著作者が許諾する条件を満た

さなくなるなどして、その所有権を失った場合には、複製物を保存してはいけない、つまり保持して

いるソフトウェアを破棄しなければいけないこととなっています。 

第 49条 複製物の目的外使用 

上記の 47条に規定に従って複製または翻案したソフトウェアについては、その複製物や二次著作

物を頒布または公衆に提示、つまりオープンにすることは、原著作者が占有する複製権を侵害する
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行為とみなされます。また、所有権を有しないソフトウェアに対して改変・拡張等を行うことも、同様

に原著作者が占有する翻訳権、翻案権等を侵害する行為とみなされます。 

つまり、人のソフトウェアやその二次著作物を勝手にオープンにしてはいけない、また、所有権を持

たないソフトウェアを勝手に改変してはいけないということになります。 

第 78条の 2 プログラムの著作物の登録に関する特例 

日本の著作権は無方式主義を採用しており、特別の登録手続きなしに著作権が認められることを

上で述べましたが、著作権に関する係争が発生した場合、事実関係の証明を容易にするために、

著作権の登録制度が存在します。通常の著作物については、文化庁に対して著作物の情報を登録

するのに対して、ソフトウェアについてはその特性上名称などだけでは著作物を特定できないため、

「プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律」に定められるように、ソフトウェアのコピーと

ともに、財団法人ソフトウェア情報センターに対して登録を行うこができます。 

ただし、オープンソースの世界では別途そのような登録を行うことはまれであり、一般には Source 

Forgeや GitHubなど、オープンソースプロジェクトのホスティングサイト上で開発を進め、オープン

ソースのコミュニティに認知されることで、原著作者の権利が暗黙的に守られているといえるでしょ

う。 

第 113条 侵害とみなす行為 

業務で使用するソフトウェアの中に、仮に著作権を侵害するソフトウェアが含まれていた場合、その

ソフトウェアを取得した時にそのことを知っていた場合に限り、使用者が著作権を侵害したとみなさ

れます。つまり、買ってきたソフトウェアやダウンロードしてきたソフトウェアが著作権を侵害して作成

されたソフトウェアの場合、入手した時点でそのことを知らなかった場合には、使用者は著作権を侵

害していることにはならず、かつ、今後も使用し続けることもできます。ただし、複製や翻案は行うこ

とはできません。 

【POINT】 

ソフトウェアのコピー、改変や再配布などは原著作者に無断で行うことはできない。 
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なお、このようにソフトウェアに関する著作権の規定が特別扱いされているように見える理由は、も

ともと通産省がソフトウェアの著作権保護のための新規の法律を制定しようとする際に、当時の米

国との貿易摩擦から、米国風の著作権法の拡張によるソフトウェアの著作権化という枠組みに従っ

て、著作権法を拡張することでソフトウェアの知的財産保護を進めざるを得なかったという事情があ

ります。 

以上述べたように、著作者は著作物に対して、著作権法やベルヌ条約等で規定されている多くの権

利が独占的に認められており、これを利用しようとする場合には、多くの制約があること、また「プロ

グラムの著作物」として規定されるソフトウェアに関しては、他の著作物とは若干異なる運用がなさ

れることを注意する必要があります。 

2.1.3. ソフトウェアの使用と利用の違い 

著作権法上、「使用 (use)」と「利用 (exploit)」は区別されています。「使用」は本を読む、絵を鑑賞

する、そしてソフトウェアに関しては、コンピュータ上で動作させるといった、著作物本来の用途で用

いることを指します。一方「利用」は、複製する、演劇を上演する、音楽を放送するといった本来の用

途以上の著作権上の権利を行使することを指し、ソフトウェアにおいては、改良や機能拡張等の行

為がこれに当たります。 

なお、著作権法には使用権という権利は規定されていません。したがって、ソフトウェアを使用する

こと自体は、著作権を侵害するものではありません。唯一、使用による著作権の侵害とされる行為

は、上記 113条の「侵害とみなす行為」に規定されている方法、つまり、あるソフトウェアが著作権

を侵害していることを知ったうえで使用すること、が当てはまります。ただし、実際にソフトウェアを使

用するときには、CD/DVD-ROM、USB メモリ等のメディアやWebサイトから、利用しようとするコン

ピュータ上にインストール（複製）しますので、著作権をもつ著作者から、こうした権利（ソフトウェア

の複製）を行使することの許可（許諾）が必要となります。 

以上のように、ソフトウェアの著作権者は様々な著作権を独占的に持っているため、第三者がその

ソフトウェアを使用するためには、その権利の一部または全部について原著作者から許諾を受ける

必要があります。ソフトウェア企業等が販売するパッケージソフトウェアにおいては、通常インストー

ル時に、予め定めた「規約に同意することを条件に使用を許諾する」といった同意を求める形で、売
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買契約ないしは使用許諾契約を結んでいます。それ以外にも、記憶媒体のパッケージを開封（シュ

リンクラップ契約: Shrink-wrap contract）することを規約への同意とみなす方法、インストール時に

画面上で同意を求めるクリック（クリックラップ/クリックスルー契約： click-wrap/click-through 

contract）を行うことで同意とみなす方法等がとられています。こうした売買契約や使用許諾契約に

は、通常複製数の制限や第三者への譲渡の禁止、リバースエンジニアリングの禁止、改変・改造の

禁止等、著作権法で保護される事項以外により保護制限を強める条項を盛り込んでいる場合があ

ります。この場合、契約に基づき使用許諾を得ているため、たとえ著作権法に違反しなくとも、使用

許諾を逸脱した場合は契約違反となるため注意が必要となります。 

2.1.4. オープンソースソフトウェアの利用許諾 

一方、オープンソースソフトウェア（OSS）では、ソースコードがオープンにされているという性質上、

一次利用者は単に「使用」するだけであれば特段の許諾等なしにソフトウェアを使用することができ

ます。使用とは上述のように単なる著作物を本来の用途で用いることであり、ソフトウェアの実行や

ソースコードの閲読・コンパイルが該当します。そのような意味で、OSSの場合、ソフトウェアの使用

は自由です。 

一方、利用（exploit）とは、複製や翻案の行為を指し、ソフトウェアを改変したり、拡張・機能追加を

行う、あるいはそのようにして作成した二次著作物（オープンソースライセンスにおいては派生物

（derived works）と呼ぶ）を再頒布したり、新たに作成したソフトウェアの一部として、対象のソフトウ

ェアを同梱する行為を含みます。 

これらの行為（ソフトウェアの利用）は著作権法によって制限されてますが、OSSの場合は一定の

条件に従うことにより、これらの権利を含むソフトウェアの利用を許諾する。こうした利用許諾を与え

るものをライセンス（オープンソースライセンス）と呼びます（図 4）。つまり、著作権法などにより本来

著作者に独占的に与えられる「利用」の権利を、ソフトウェアの再利用と技術の発展への貢献を意

図して、広く第三者に許諾しているソフトウェアをオープンソースソフトウェアとよび、その規約として

の利用許諾をオープンソースライセンスと呼んでいるのです。 
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図 4 OSSライセンスにより許諾される行為 

 

2.2. オープンソースライセンス 

上述のように、オープンソースライセンスは「一定の条件」のもとに、第三者にソフトウェアの利用を

許諾するものです。ただし、オープンソースライセンスと一言で言っても、代表的なものだけでも

GPL（GNU Public License）・LSPL（Lesser GNU Public License）、BSD（Berkley Software 

Distribution）ライセンス、MIT（Massachusetts Institute of Technology）ライセンス、Apacheライ

センスなどが知られており、これ以外にも非常に多くの種類のライセンスが存在します。たいていの

オープンソースプロジェクトは、こうしたメジャーなライセンスのいずれかを採用し、その条件のもと

に配布されています。利用を許諾するための「一定の条件」にも、ライセンスごとに実に様々な条件

が設定されており、こうしたオープンソースを利用する際には、それぞれの条件や制約を理解したう

えで利用する必要があります。 

オープンソースライセンスの定義には特定の標準はありませんが、一般に OSI（Open Source 

Initiative、オープンソースイニシアチブ）、FSF（Free Software Foundation、フリーソフトウェア財

print “Hello World!”

XXX LICENSE

Version Y

Copyright © 20XX 

ZZZ, Inc. 

プログラムの著作物

OSSライセンス

それが存在しなければ違
法となる行為をすること
を許可すること、あるい
はその許可を証する書面

ライセンサー
Licenser: ライセンスを与えるもの

ライセンサー
Licensee: ライセンスを受けるもの

著作権
著作人格権

開発者 利用者

著作権
著作人格権

権利の行使の許諾のみ

複製、翻案（改変、拡張
など）、頒布等を行う権
利の行使が許可される。



20 

団）といったオープンソースの利用促進を図る団体がそれぞれ定義を定めており、これらの定義に

合致しているライセンスが、オープンソースライセンスとして認知されています。 

たとえば、OSIによるオープンソースライセンスの定義（OSD, Open Source Definition[7]）には、

１）自由な再頒布の許可、２）ソースコードの入手性・可読性の確保、３）派生物の自由な利用の許

諾等、10項目のオープンソースソフトウェアの定義が定められており、これらの条件に合致した

108のライセンスをオープンソースライセンスとして認めています（2020年 6月現在）。一般に、オ

ープンソースライセンスに共通する条項としては、 

⚫ 自由な使用、自由な利用の許諾 

⚫ 再頒布条件の表示 

⚫ 著作権者の免責条項（無保証であることの明示） 

⚫ 著作権表示 

⚫ 特定の個人・グループ、利用用途による差別・区別の禁止 

などがあります、これ以外に、ライセンスによって異なる条項としては、 

⚫ 特許（報復）条項（GPLv3, EPL等） 

⚫ 商標、その他知的財産権に関する条項（Apache License 2.0等） 

⚫ コピーレフト条項（GPL等） 

などが定められていることがあります。 

オープンソースのライセンスの詳細については、「OSSライセンスの教科書」[2]等、詳しい解説を参

照するとともに、自分が使用するオープンソースのライセンスについては、一度ライセンスの原文を

読んでみることをお勧めします。ここでは、オープンソースライセンスの大まかな種類・類型と、それ

ぞれのライセンスが課している条件を簡単に説明するにとどめます。 
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2.2.1. ライセンスの種類およびその制約 

オープンソースには様々な種類のものがありますが、以下のようにいくつかに大別することができま

す。 

コピーレフト型ライセンスと非コピーレフト型ライセンス 

コピーレフト（Copyleft）とは、FSF（フリーソフトウェア財団）が主張する「ソフトウェアの自由な利用」

を促進するためのコピーライト（著作権、Copyright）と相対する概念[8]で、著作者が著作権を保持

したまま、二次的著作物も含めて、すべての者に対して著作物の利用・再配布・改変を保証しようと

する考え方です。代表的なライセンスとしては、GPL（GNU Public License）があり、GPLでライセ

ンスされたソフトウェアは、その派生物もすべて GPLライセンスが適用され、かつ、そのソースコー

ドもオープンにしなければならないという非常に制約の強いものです。これは、GPL汚染 (GPL 

contamination) とも呼ばれることもあります。また、GPLでは、GPLライセンスと結合して（静的ま

たは動的にライブラリをリンクして使用するなどの方法で）使用するソフトウェアについては、GPLあ

るいは GPLと両立（後述）するライセンスであることを要求しています。こうした制約を少し緩め、動

的リンクされるものに対しては必ずしも GPLと両立することを要求しない LGPL（Lesser GNU 

Public License）のような準コピーレフト型のライセンスもあります。また、コピーレフト型および準コ

ピーレフト型ライセンスを総称して、互恵型ライセンスという区分とする考え方もあります[2]。このほ

か、準コピーレフト型ライセンスには MPL（Mozilla Public License ）や EPL（Eclipse Public 

License）といったライセンスもあります。 

一方で、BSDライセンスや MITライセンスは、非コピーレフト型ライセンスとも呼ばれ、原則として

著作権表示・ライセンス表示のみが条件として課され、元のソフトウェアを改変して作成した二次派

生物については、ソースコードをオープンにする義務は課されていません。これは、利用者にとって

は非常に自由度が大きく、たとえ元のソフトウェアを改変したものを自社製品に組み込んで販売して

も、著作権表示・ライセンス表示のみを行えば、改変後のソースコードを開示する必要がありませ

ん。このように、ソースコードの二次利用者のコード開示に関して寛容であるという意味で、寛容型

ライセンスと区分する考え方もあります[2]。これは、オープンソースを製品に利用しようとする企業

にとっては、製品開発に当たって元のソースコードを改変した部分を秘密にできるため、大きなメリ

ットのように見えます。一方で、改変部分をクローズにするということは、元のオープンソースプロジ
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ェクトにその変更がフィードバックされず、クローズにした企業は独自に改変部分を保守しなければ

ならないということを意味します。表 2にこれらのオープンソースライセンスによる制限や影響範

囲、公開義務の一覧と、これらのライセンスを採用するロボット関連ミドルウェアやライブラリの一覧

を示します。 

FSFが主張するように、著作者や二次著作者あるいは利用者が、いつでも派生物のソースコードを

入手・利用できることこそが、ソフトウェアにおける真の自由であり、ソフトウェア技術の普及・発展に

貢献することである、という考え方がある一方で、非コピーレフト型ライセンスのように、商用利用時

におけるソースコードをオープンにすることの難しさに配慮し、改変や二次利用に対して寛容な条件

を認め、利用者を増やすことがオープンソースソフトウェアの発展に寄与するとの考え方もありま

す。 

以上のように、どのようなライセンスを適用するかは、原著作者がそのソフトウェアやそれを利用す

る人に対して、ソフトウェアをどのように扱ってもらいたいか、という意図が込められていることを理

解しましょう。また、自分、自社がソフトウェアのソースコードをオープンにする際には、どのようなラ

イセンスを設定するかによって、そのソフトウェアをどのように扱ってほしいかを表明することになる

ことも理解しましょう。 

表 2 代表的なオープンソースライセンスの制限と採用するロボット関連ソフトウェア 

ラ
イ
セ
ン
ス
タ
イ
プ 

修
正
・
拡
張 

改変影響範囲 公開義務 

ロボット関連ミドルウェアやライブラリ 

静
的
リ
ン
ク
の
影
響 

動
的
リ
ン
ク
の
影
響 

改
変
部
分 

改
変
部
分
以
外 

GPL 可 有 有 有 有 Player/Stage, ORCA (一部 LGPL) 

LGPL 可 有 無 有 有 OpenRTM-aist, Choreonoid 

BSD 
制限
なし 

制限
なし 

制限
なし 

無 無 ROS, MoveIt!, OpenCV, YARP, URBI 
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2.2.2. GPLの制約 

GPL (GNU Public License) は OSSにおいて最も有名なライセンスの一つです。いくつかのバー

ジョンがあり、それにより制約条件が異なるので、GPLライセンスの OSSを利用する際、または自

分のソフトウェアを GPLライセンスで公開する際には、原文のライセンス条項をよく読み利用しま

す。GPL（および LGPL）における共通した条件は以下の 4つです。 

⚫ GPL（または LGPL）ライセンス文書を OSS頒布を受けた人が必ず読めるように表記するこ

と。 

⚫ ソースコードを開示すること。 

➢ バイナリ頒布の場合、ソースコードだけでなくビルドに必要な構成ファイル等も公開する必

要がある。 

➢ ソースコードには頒布者が改変を加えたものも含み、その改変部分も GPL（または LGPL）

でライセンスしなければならない。 

➢ GPL（または LGPL）のソフトウェアと混然一体となる GPL（LGPL）の要請がおよぶソフトウ

ェアも必ず含めなければならない。 

⚫ ソースコードの入手方法を明示すること。 

⚫ ソースコードの開示は少なくとも 3年間継続すること。 

 

以上の制約のうち、改変部分と GPLの要請が及ぶソフトウェアの公開義務があることが、GPLに

感染性があると言われる部分です。GPLとリンクして使用する必要があるソフトウェアや、GPLコー

ドの一部を自分のソフトウェアに取り込んだ場合、いずれも GPLライセンスの下で配布する必要が

あります。このような GPLの特性は、GPL contamination (GPL汚染)などとも呼ばれ、特に企業

が開発するソフトウェアにおいては GPLを忌避する大きな理由になることがあります。 

開発したソフトウェアをクローズドにしたい場合や、GPL以外のライセンスで頒布したい場合、他の

GPLのライブラリとリンクしていないか、あるいはコードの中に GPLコードが混入していないかを確

認することが重要です。万一、このようなケースが発生した場合には、GPL以外のより制約の緩い

ライセンスの別のライブラリを探して利用するか、別途ライブラリ部分を実装しなおしたり、ソースコ

ードを GPLライセンス下で配布したりするなどの対応を取らなければなりません。 
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2.2.3. ライセンスの両立  

GPL/LGPLライセンスのライブラリを、他のライセンスのライブラリ（仮に Aとします。）と同時にリン

クする場合、すなわち併存させる場合について考えてみます。Aは一緒にリンクされる GPL/LGPL

とは別の著作物とみなされ、A自体は GPL/LGPLである必要はありません。ただし、GPL/LGPLラ

イセンス条項では、GPLライブラリおよびライブラリ Aを含む著作物自体は、GPL/LGPLで定める

条件に従うことが求められています。その条件とは以下の 6つです。 

⚫ ソフトウェアの自由な利用を認めること 

⚫ ソフトウェアの自由な頒布を認めること 

⚫ 改変した部分も含めてソースコードを開示すること 

⚫ ソースコードの入手方法を明記すること 

⚫ ソースコードの入手はバイナリコードが頒布された時点から最低 3年間可能とすること 

⚫ 利用や頒布に対して GPL 以上の制約を課さないこと 

 

最後の「GPL 以上の制約を課さないこと」という部分が、ライセンスの両立を考えるうえで重要なポ

イントで、例えば、ライブラリ Aが MITライセンス、あるいは 3項型 BSDライセンスの場合、GPL

以上の制約を課す条項はないため、GPLと MITのライセンスは両立します。ただし、4項型 BSD

ライセンスには、いわゆる「宣伝条項」が含まれ、これが GPL以上の制約を課しているとみなされ、

両者には両立性はありません。GPL ver2 および GPL ver3と両立するライセンス、および両立しな

いライセンスの例を表 3に示します。 

このようにライセンスには、上記の両立性という観点から、同時に利用できるものとできないものが

あるので、OSSを利用する際、自分が利用している OSSの種類とそのライセンス（およびバージョ

ン）を正確に把握する必要があります。 

 

 

 



25 

表 3 GPL ver2, ver3 と両立するライセンスと両立しないライセンス 

GPLライセンス 両立するライセンス 両立しないライセンス 

GPL ver 2 MIT 

2項型, 3項型 BSD 

MPL 2.0 など 

GPL ver3, LGPL ver3 

Apache 2.0 

4項型 BSD など 

GPL ver 3 Apache 2.0 

MIT 

2項型, 3項型 BSD 

MPL 2.0など 

GPL ver2, LGPL ver 2.1 

4項型 BSD など 

 

2.2.4. LGPLライセンスの自由度と制約 

LGPLは GPLとほぼ同じ条件のライセンスですが、GPLライブラリとリンクするとそのソフトウェア

も強制的に GPLライセンスとしなければならないという制約を緩和し、プログラムの著作者は任意

のライセンスで利用許諾することができる、というライセンスです。ただし、無条件の利用許諾を与え

るものではなく、以下の制約が課せられていることにも注意する必要があります。 

⚫ リバースエンジニアリングの許諾： LGPLのライブラリをリンクしたソフトウェアの改変を許諾し、

かつその改変をデバッグするためのリバースエンジニアリングを許諾しなければならない。 

⚫ ライブラリ利用の明記：LGPLのライブラリを利用していることを明記するとともに、LGPLライセ

ンス全文を表記しなければならない。著作権表示に、LGPLライブラリの著作権表記も含めな

ければならない。 

⚫ 対象ソフトウェアのライセンス：1) LGPLで許諾されたライブラリを含むプログラムのソース（あ

るいはオブジェクトコード）を開示する（静的リンクの場合）、２）共有ライブラリ機構を用いる（こ

の場合はソースコードの開示は必須ではない）、のいずれかの対応を取らなければならない。 

このように、LGPLライセンスの場合、共有ライブラリ機構、すなわちダイナミックリンクを行うことで、

LGPLライブラリを利用するソフトウェアのライセンス制約を緩和することが可能です。一方で、上記

のリバースエンジニアリングの許可等、引き続き課せられる制約もあることも理解しておく必要があ

ります。 

 



26 

2.3. OSS ライセンスにかかわる係争事例と対策 

オープンソースライセンスを遵守しない場合には実際にどのようなことが起こるのでしょうか？ここで

は、オープンソースライセンスにかかわる係争事例と対策を見ていきたいと思います。 

OSSライセンス違反のうち、GPL (GNU Public License) の条件を守っていないケースが「GPL違

反」と呼ばれるものです。GPLv2は Linux kernelに採用されており、元となるオープンソースソフト

ウェアを複製、改変した著作物にも GPLを適用しなければならない、ソースコードを開示しなけれ

ばならない等、派生物を作製した人に対しても様々な義務が課せられているのが特徴です。ここ

で、GPL違反の事例を紹介します。 

2.3.1. GPL違反事例 

FANTEC GPL違反事例[11] 

2013年 6月、FANTEC社が配布したメディアプレーヤーに GPLv2の OSSが含まれているファー

ムウェアを利用していましたが、開示されたソースコードにはその OSSのコードが含まれておらず、

また製品とソースコードのバージョンが異なっていることが、2012年 5月、フリーソフトウェア財団ヨ

ーロッパ（Free Software Foundation Europe；FSFE）主催のコンプライアンスハッキングワークシ

ョップで発覚しました。ドイツのプログラマで、GPL遵守を監視するプロジェクト“gpl-violations.org”

を立ち上げているWelte氏が、これを GPL違反であるとして提訴しました。訴えられた FANTEC

社は、開示したソースコードは、ファームウェアを提供した中国のサプライヤーから受け取ったもの

であり、サプライヤーによってソースコードの内容は保証されている、と主張しましたが、裁判の結

果Welte氏が勝訴し、FANTEC社に対して罰金、弁護士費用の支払い、ソースコードの開示が命

じられました。これにより、サプライヤーのコンプライアンスに依存するのは不完全で、製品を製造し

た FANTEC社に最終的な責任があることが明示されました。 

この事例では以前にもWelte氏が FANTEC社に対して GPL違反を指摘し、話し合いで GPLの

条件を遵守することに合意したという背景があり、にもかかわらず再び GPL違反が発覚したため訴

訟に至ったケースです。この事例を見てわかるように、GPL違反が発覚したとしてもいきなり提訴さ

れることはまれで、たいていの場合は事前に指摘・警告があり、この段階で指摘を真摯に受け止

め、OSSコミュニティ側とコミュニケーションを密に取り、迅速に適切な対応を行えば訴訟を回避で
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きたでしょう。また、このケースでは、オープンソースライセンス条件の遵守責任が、サプライヤーの

みならず、最終製品製造者にあることが示されています。 

スキャナプリンタドライバにおける係争事例 

国内でスキャナ・プリンタを製造販売する E社は、Linux用のスキャナ・プリンタ用ドライバにおい

て、多言語対応するために gettextパッケージ（国際化と地域化に対応するライブラリ群）のソース

コードの一部を使用し、そのドライバを 2002年から無料で広く配布していました。このソースコード

のライセンスは GPLだったので、これを含むドライバのソースコードも GPLライセンスを適用する

必要がありましたが、E社はドライバのソースコードを GPLとはしておらず、ソースコードの公開義

務もはたしていませんでした。 

ユーザがソフトウェアを解析して GPL違反を発見、ネット上の掲示板に書き込むなどして発覚した

ことを受け、同社はすぐにWebサイト上で謝罪、試用しているオープンソースのライセンスを明確に

するとともに、使用する gettextパッケージを LGPL準拠のものに差し替え、非公開のコンポーネン

トについては、LGPL 2.1に明記されている目的に限ってリバースエンジニアリングを許可するよう

使用許諾を変更するなど適切な対応をとった結果、これまでの OSSへの貢献もあり、OSSコミュ

ニティから逆に賞賛を浴びる結果となったとのことです。 

aiboにおける対策事例 

SONYが 2018年 1月に発売した犬型ロボット「aibo」には ROSをはじめとするオープンソースソフ

トウェアが 500以上も使われています[15]。主な利用ソフトウェアとしては、ROS (Kinetic) や PCL

のようなロボットに特有なものや、SDL2, liboggなどマルチメディア系、nginx, jQuery等のような

Webサービス系のオープンソースが利用されています。それぞれのオープンソースが採用している

ライセンスも GPL, LGPL, BSD, MIT, Apacheなど様々であり、それぞれに適切な対処が求められ

ます。SONYのソフトウェアライセンス情報サイト[15]には aibo で利用されているオープンソース毎

のライセンスが列挙されています。 

製品としてオープンソースを再配布する際に、その製品にどのようなオープンソースが利用されてい

るかをこのような形で明記するのは最低限の対応です。（ライセンスによっては必ずしも利用を明記

する必要はない。） 例えば、SONYは ROSの最低限のフレームワークを利用しつつ、
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rostopicproxyのような ROSパッケージには独自の修正を加えるなど、改変も行っていました。し

かしながら、ROSの大半のソフトウェアのライセンスは BSDであり、派生物の開示等は必要なく、

クローズドな運用が可能になっています。 

一方で、他のライセンスのオープンソースの場合には気を付けなければならない部分もあります。

日経 Roboticsの記事[16]によれば、aibo発売の翌日にユーザから、利用オープンソースライセン

ス一覧に GPLv3のものが含まれることを根拠に、 aiboへのソフトウェアのインストール方法の開

示要求がありました。GPLv3では GPLv2まではなかった、ユーザが自身の製品にソフトウェアをイ

ンストールする手段を用意することを求める条項が追加されていました。 

実際には、当初 SONYが提示した利用オープンソースとそのライセンス一覧が誤りであり、実際に

は組み込まれていない GPLv3のソフトが含まれていたり、すでに GPLv3ではないオープンソース

が含まれていたものの、ライセンス表記が更新されていなかったなど、ライセンス開示上のミスと、

構成管理上のミスとして利用ライセンスのリストを修正しました。 
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3. その他の著作権とライセンス 

3.1. ドキュメントの著作権 

ソフトウェアに付随するドキュメント事態も著作物としてみなされるため、著作権保護の対象となりま

す。したがって、その利用にあたっては、著作権の侵害とならないよう取り扱いに留意する必要があ

ります。オープンソースライセンスはソフトウェアに対する利用許諾条件を示すものであり、オープン

ソースソフトウェアに付随するドキュメントについては、ソフトウェアのソースコードとは個別に扱われ

ることを留意してください。つまり、対象のオープンソースソフトウェアにいついて、改変・再頒布など

が許されているからと言って、必ずしも付属ドキュメントについても、改変・再配布が同じように許さ

れているとは限りません。 

逆に、自分で開発したソフトウェアをオープンソースとして公開する際に、当然ドキュメントとともに公

開されると思われますが、その際、ソースコードとは別にドキュメントの取り扱いについても考慮しし

ておく必要があります。 

文章等の著作物の適正な再利用を促進することを目的とし、改変や営利目的利用の可否ごとに、

あらかじめいくつかのパターンを定め、著作者が手軽に意思表示を図れるように策定された、クリエ

イティブ・コモンズ・ライセンス[17]と呼ばれるライセンス群があります。クリエイティブ・コモンズ・ライ

センスは、オープンソースの世界のみならず、様々な文書などの著作物をオープンにしたい人々に

利用されています。 

もし、自分で作成した文書を、再利用を意図して公開する場合、クリエイティブ・コモンズ・ライセンス

のいずれかを添えて公開することをお勧めします。 

3.1.1. クリエイティブ・コモンズ・ライセンス 

クリエイティブ・コモンズ・ライセンスは、法律の専門家でなくともライセンスの意図を正しく理解でき

るよう、リーガルコード、コモンズ証、デジタルコードの 3層からなるレイヤで構成されています[17]。 
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リーガルコード（図 5）は、従来からある法律用語で記述された法的に有効な条文から構成される表

記であり、これを法律の専門家でなくとも理解できるよう表記にしたものをコモンズ証（図 6）と呼び

ます。コモンズ証にはライセンスごとにアイコン（図 7）が定められており、一目でどのライセンスを採

用しているのかがわかるようになっています。加えて、検索やツールなどのソフトウェアがライセンス

を識別できるよう、RDF等のファイルフォーマットで表記したものをデジタルコードと呼びます。 

 

図 5 クリエイティブ・コモンズのリーガルコードの例 

（Creative Commons Webページより） 
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図 6 クリエイティブ・コモンズのコモンズ証の例 

（Creative Commons Webページより） 

      

図 7 コモンズ証アイコンの例 

クリエイティブ・コモンズ・ライセンスには、著作物の改変の可否（許可する、許可するがライセンス

条件は継承、許可しない）、および商用利用の可否（許可する、許可しない）の組み合わせにより 6

種類のライセンスが定められています（表 4）。 
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表 4 6種類のクリエイティブ・コモンズ・ライセンス（引用：wikipedia「クリエイティブ・コモンズ・ライセンス」） 

 

作品の商用利用を許可するか 

許可する 許可しない（NC） 

作  

品  

の  

改  

変  

を  

許  

可  

す  

る  

か 

許可する 

 

CC BY 

（表示） 

 

CC BY-NC 

（表示-非営利） 

許可するが 

ライセンス条件は継承（SA） 

 

CC BY-SA  

（表示-継承） 

 

CC BY-NC-SA 

（表示-非営利-継承） 

許可しない（ND） 

 

CC BY-ND 

（表示-改変禁止） 

 

CC BY-NC-ND 

(表示-非営利-改変禁止) 

  

ライセンス条項はそれぞれ独立した 4つの条項：BY（著作権者の表示を要求）、NC（Non 

commercial、非営利目的での利用に限定）、ND（No Derivative Works、改変の禁止）、SA（Share 

Alike、二次著作物に対しても同じライセンスの継承を要求）、があります。クリエイティブ・コモンズ・

ライセンスの著作物を利用する際には、これらの条項に違反しないよう取り扱う必要があります。ま

た、作成した著作物を公開する際には、著作物の特性や著作者の配布意図に応じてこれららの中

から適切な条項を選ぶ必要があります。 

3.1.2. GFDL（GNU Free Documentation License） 

なお、文書などの著作物の自由な利用を意図したライセンスには、上記のクリエイティブ・コモンズ・

ライセンス以外にも、GPL等のオープンソースライセンスを定めた GNUプロジェクトが定める、

GNU Free Documentation License（GFDL）[18][19]もあります。GFDLでは、クリエイティブ・コモ

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Cc-by-icon.png
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:CC-BY-NC-icon-88x31.png
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:CC-BY-SA_3_icon_88x31.png
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:CC-BY-NC-SA-icon-88x31.png
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:CC-BY-ND-icon-88x31.png
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:CC-BY-NC-ND-icon-88x31.png
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ンズ・ライセンスのように、営利利用禁止や改変禁止等の条項はなく、GPL同様、無断複製・改変・

頒布および販売を許諾し、二次配布以降も同一条件を課すものとなっています。 

3.2. 形状データに関する著作権とライセンス 

ロボットの開発や利用をするうえで、ロボット（ハードウェア）とそれを動作させるソフトウェアのみな

らず、シミュレーションなどで 3次元形状データなどを利用することがあります。シミュレーションなど

で利用される CADモデルデータの知財の取り扱いはどのように考えればよいのでしょうか？ 

3Dプリンタを使えば、だれでも手軽に CADデータから実際の物体を作れるようになり、AIのような

新しい技術の登場で、AIが作り出す文章や画像などのデータ、また様々なデータを与えることによ

り学習される学習済みデータなど、これまでの法律や考え方で整理がつかないデータや情報が増

えています。そこで政府では、平成 28年に「次世代知財システム検討委員会」を立ち上げ、こうした

新しいデータなどに対する知財の在り方を検討し報告書としてまとめています。 

3.2.1. CADデータの著作権 

著作権法第 10条 1項六では著作物の例示として、「 地図又は学術的な性質を有する図面、図

表、模型その他の図形の著作物」という項目があり、ロボットなどの 機械の設計図の一種である

CADによる 3次元モデルデータなどは、一見著作物として保護されるように思われます。 

一方で、これまでの判例から、日本の司法では、機械などの技術思想の保護は、特許などの工業

所有権の制度にゆだねられるべきであり、設計図に具現された技術的思想がいかに優れたもので

あっても、その思想自体が著作権法の保護を享受しうるものではない[22]、という考え方が一般的

なようです。つまり、設計図や図面は、作成者の意図を製作者に過不足なく伝えるため画一的に決

められた設計図の表記法に従って表現されたもので、その表現そのものには作成者の独創性が入

り込む余地はない、という考え方が根底にあるようです。 

一方で、例えばすでに著作物である漫画やアニメのキャラクター（二次元）を 3次元化し CADモデ

ルとして作成した場合、原著作物の派生物とみなされ、それ（CADモデル）にも著作権が認められ

る可能性があります。また、特許・意匠登録されているロボット等の CADモデルの場合、モデルデ
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ータ自体が特許法上、意匠法上の「物（プログラムを含む）」であるかどうかにより判断が分かれま

す。つまり、特許権、意匠権で保護されている元の物を 3Dプリンタなどで簡単に再生産することが

できるような Gコードのようなプログラムに類するものや、3Dプリンタの入力によく利用される STL

（Stereolithography）データであれば、「物（プログラムを含む）」に該当し、その複製や譲渡などは

特許権・意匠権の侵害になる可能性があります。 

他方、特段の知的財産保護がなされていないものを計測して作成した 3Dデータについては、一般

にはデータ自体が知的財産保護の対象とならないと考えられますが、3Dデータ作成に当たって工

夫を加えた場合は、データ作成の過程で付加価値が生じていると考えられ、著作物として保護され

る可能性もあります。ただし、現状の法律の枠組みで明確に保護されるとは限らず、解釈の問題と

なり、法律の専門家でも意見が定まらない可能性があります[20]。 

【POINT】 

3Dデータ・CADデータの権利保護は法的に未整備で様々な解釈がある。 

いずれにしろ、ロボット等第三者が作成した CADデータ等は、著作権やその他の工業所有権を有

するものとして、その権利を侵害しないよう注意して取り扱うことが得策でしょう。CADデータなどが

オープンにされている場合は、もし利用許諾が明確に定められている場合はそれに従い、そうでな

い場合でも、CADデータ作成者等に権利があるとし、改変・二次配布等は避けて取り扱う必要があ

るでしょう。 

逆に、自社のロボットモデルデータをシミュレーション等で利用してもらいたい場合や、より積極的に

改変・二次配布をしてもらいたい場合には、利用者に対して明確な利用条件を示したうえで利用許

諾を与えるべきでしょう。 

【POINT】 

CADデータの利用は利用許諾に従い、それが明確でなければ注意が必要。 

公開時には、利用許諾を明確にすることがユーザへの利用を促す。 
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ミスミの例 

ミスミ（株式会社ミスミグループ本社）は機械加工製品の販売を行う企業であるが、オンライン販売

では多くの機械部品についてその CADデータを配布しています。利用者は設計時にこれら CAD

データを使用し機械設計を行い、最終的にミスミに部品発注を行うことが想定されています。ミスミ

では CADデータ利用規定以下のように明示しています[24]。 

1. データの利用目的 

株式会社ミスミ（以下「当社」といいます）が本サイトに掲載する CADデータ（3D CAD

データ、3D CAD中間データおよび 2D CADデータをいいます）は、CADを用いたレイ

アウト設計において、当社または当社取り扱いメーカーの製品（以下、製品といいます）

の干渉・形状等を簡便に確認のためにご利用いただくことを目的として提供しておりま

す。 

（中略） 

4. 著作権 

CADデータに含まれる一切の情報の著作権は、当社または当社取り扱いメーカーに

帰属します。当該著作権は、著作権法および国際条約により保護されています。当社

の事前の許可を得ることなく、上述の利用目的以外に CADデータを利用（複製、改

変、アップロード、掲示、送信、頒布、ライセンス、販売、出版等を含む）することはでき

ません。 

トヨタ HSRの例 

トヨタ自動車株式会社が開発する HSR（Human Support Robot）は、ROSインターフェースが提供

されるとともに、rvizで利用可能な URDFやメッシュデータについても github上で公開しています。

URDFについては、BSDライセンス[25]で、メッシュデータについてはクリエイティブ・コモンズ・ライ

センスの BY-NC-ND（表示-非営利-改変禁止）[26]で、それぞれ公開されています。 

3.3. AIにかかわる知的財産権 

上記 3Dデータ以外にも、著作権およびその他知的財産権が追い付いていないロボットに関係する

分野としては AIにかかわる様々なデータや出力結果の取り扱いがあります。AIについても上述の

「次世代知財システム検討委員会」[20]において議論されており、こうした AIにかかわるデータ・出

力データの取り扱いを考えるうえでの一定の視点を与えています。 
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AIについては、まず、学習時にかかわる諸データについての著作権や知的財産権について考慮す

る必要があります（図 8）。学習のために利用される入力としての生データ、これらデータの集合体

としてのデータベース、さらにデータベース中のデータを前処理して学習器に入力するためのデータ

セット、および学習により得られた学習済みモデルなど、それぞれについて著作権などについて考

慮する必要があります。 

 

図 8 AI学習フェーズにかかわる著作権等 

加えて、学習済みモデルを利用して、AIに仕事をさせるフェーズ（実行フェーズ）で AIが生成するコ

ンテンツについての著作権等についても考慮する必要がありますし、また AIを利用して入力から出

力に至るシステム全体についての知的財産権（主に特許）についても考慮する必要があります（図 

9）。 

 

図 9 AI実行フェーズにかかわる著作権等 

データ収集
データ処理 学習 学習済みモデル学習用データセット生データベース

生データ

著作権？知的財産権？

データ入力 出力

予測・認識・判断

コンテンツ生成

著作権？知的財産権？特許？
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3.3.1. AI学習に用いるデータの著作権 

AI学習に既存の文書や写真、動画など生データを用いる場合、通常の著作権の考え方からする

と、それらの著作物を何らかの形で複製しコンピュータ上に取り込む必要があるため、著作者の許

諾を得る必要があると考えられます。、しかしながら、著作権法の 47条の七では、以下のように、コ

ンピュータによるデータ解析に用いる場合について、著作物の複製・翻案を許可しています[27]。 

コンピュータ等を用いて情報解析（※）を行うことを目的とする場合には，必要と認めら

れる限度において記録媒体に著作物を複製・翻案することができる。 ただし，情報解

析用に広く提供されているデータベースの著作物については，この制限規定は適用さ

れない。 

※情報解析とは，大量の情報から言語，音，映像等を抽出し，比較，分類等の統計的

な解析を行うことをいう。 

従って、図 8の生データベースと学習用データセットはそれぞれ、データ解析に用いるために著作

物を複製・翻案したものとして、著作権者の了解を得なくとも作成・利用することができます。続い

て、学習用データセットを用いて、ディープラーニング等の学習を行わせる場合、学習済みモデルに

は通常は元の生データの痕跡はほぼ残らない状態でモデルデータが構成されます。したがって、こ

の場合も著作権法で制限される複製・翻案、その他のいずれの操作にも当たらないと考えられ、著

作権者の同意なく学習モデルを生成することができると考えられます。ただし、学習モデル内に、元

のデータがそれと分かる形で残る場合は、著作物の改変とみなされる可能性もあるため注意が必

要です。 

また、上記著作権法第 47条の七は、平成 30年 5月に改正、平成 31年 1月 1日から以下の新

たな条文（第 30条の四）が施行され、AIなどに用いるデータの利用に関する制限がより緩和され

ました[28]。 

（著作物に表現された思想又は感情の享受を目的としない利用） 

第三十条の四 著作物は、次に掲げる場合その他の当該著作物に表現された思想又

は感情を自ら享受し又は他人に享受させることを目的としない場合には、その必要と認

められる限度において、いずれの方法によるかを問わず、利用することができる。ただ
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し、当該著作物の種類及び用途並びに当該利用の態様に照らし著作権者の利益を不

当に害することとなる場合は、この限りでない。 

中略 

二 情報解析（多数の著作物その他の大量の情報から、当該情報を構成する言語、

音、影像その他の要素に係る情報を抽出し、比較、分類その他の解析を行うことをい

う。第四十七条の五第一項第二号において同じ。）の用に供する場合 

三 前二号に掲げる場合のほか、著作物の表現についての人の知覚による認識を伴う

ことなく当該著作物を電子計算機による情報処理の過程における利用その他の利用

（プログラムの著作物にあつては、当該著作物の電子計算機における実行を除く。）に

供する場合 

要約すると、上記 47条の七の但し書きの、“ただし，情報解析用に広く提供されているデータベー

スの著作物については，この制限規定は適用されない。”の制限がなくなり、生データから作成した

学習用データセットを販売・譲渡などを行うことができるようになっています。ただし、学習用データ

セット内の原著作物はあくまで学習用データとして利用することが前提で、利用者が無制限に利用

できるわけではありません。 

3.3.2. 学習済みモデルが生成するコンテンツの知的財産権 

AIが生成したコンテンツの知的財産権については、まだ明確な決まりがない状態であり、上述の

「次世代知財システム検討委員会」[20]においても議論されています。特に、著作権については無

方式主義により生成と同時に著作権が発生し、かつ著作権は保護期間が長いため、保護が過剰と

なることが懸念されています。人間が AIを道具としてコンテンツを生成することで、新たなイノベー

ションや文化を生み出す可能性もある一方で、人間の関与の度合いを創作されたコンテンツから、

どこまでの人による創作で、どこからが AIによる創作であるかを区別することは難しく、それに伴い

どこまでの権利を誰に与えるかを判断するのは困難です。 

ロボットは AIの出力装置として利用されるケースが多々ありますが、AIの指令によりロボットが何

らかのコンテンツを生成した場合にも、そのコンテンツにどの程度の知的財産権が認められるかは

議論が待たれるところです。 
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3.3.3. ソフトウェア・AIを用いたシステムに関する知的財産権 

AIを用いたシステム全体に関する知的財産としては、特許権について考慮する必要があります。特

許庁は「IoT関連技術の審査基準等について」[29]として、近年発展が目覚ましい AI技術や IoT技

術に関連する特許や実用新案の考え方について整理しています。 

特許法において「発明」とは「自然法則を利用した技術的思想の創作」であるとされており、システ

ム全体として自然法則を利用していないものは「発明」に該当せず特許保護の対象外としていま

す。AIやロボットも含め、コンピュータソフトウェアを利用するものについては、この「自然法則を利

用した技術的思想の創作」に該当するか否かを慎重に検討する必要があるとしています。加えて、

発明に該当しないものとして、「情報の単なる提示」（情報の提示を主たる目的とするもの）、すなわ

ち単なるデータそのものは発明には該当しません。ただし、構造を有するデータやデータ構造はプ

ログラムに準ずるものとして発明に該当する可能性があります。つまり、AIにおける学習モデルな

ども、単なるデータではなくプログラムとして扱われ、特許権保護の対象となる可能性があります。 

このほか、特許として認められるためには、新規性・進歩性が必要になります。特に、ロボットシステ

ム、AIシステムは複数のサブシステムからシステムが構成され、個々のサブシステム（サブコンビ

ネーション）に対しても審査検討の対象となり、そこに新規性が認められれば特許が成立する可能

性があります。つまり、A,Bから構成されるシステムにおいて、Aの存在が Bの構造・機能を特定す

る場合、Aに新規性が認められる場合には、Aによって構造・機能が規定される Bについても新規

性が認められると解釈します。また、進歩性とは、例えば、特定の学習済みモデルから得られる特

有の情報処理や出力情報による有利な効果が認められる場合、進歩性があると判断されます。 

図 10にリンゴの糖度データをもとに、糖度データを予測するシステムに関する事例を示します。こ

のシステムでは、携帯型糖度センサにより取得した収穫前のリンゴの糖度データと、過去のリンゴ

の糖度データや気象条件から将来のリンゴの糖度データを予測して出力します。このうち、請求項

1と 2の収穫前のリンゴの糖度データとサーバに記録されたリンゴの糖度データ自体に対しては発

明性は認められませんが、これらのデータとその他の条件から糖度条件を予測する部分について

は発明性が認められるとしています。請求項 3については、ソフトウェアや AI学習モデルに基づ
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き、糖度予測データをリンゴにかかわる技術的性質に基づく情報処理から導き出すため、全体とし

て自然法則を利用した技術的創作として発明と認められることになります。 

 

図 10発明該当性の例（[29]より引用） 

以上のように、ソフトウェアや、AI学習済みモデルについてもソフトウェア同様の働きをするものに

ついては、自然法則を利用し、新規性・進歩性が認められるものについては特許が成立します。 
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4. ロボットのソフトウェアと特許 
特許法第二条で示されている通り、特許法で保護される「発明」とは、「自然法則を利用した技術的

思想の創作のうち高度なもの」と定義されています。 

これまで述べてきたように、著作権は「表現」を保護するのに対して、特許は「アイディア」を保護しま

す。したがって、「ある機能」を実現するプログラム Aがあるとき、そのプログラムを利用するには著

作者の許諾が必要ですが、「ある機能」を実現する別のプログラム Bをプログラム Aとは全く別の

書き方で作成すれば、プログラム Aの著作権者の権利は及びませんのでプログラム Bの作者は

自由に使うことができます。 

一方、特許はアイディアを保護するものであり、プログラム Aによる「ある機能」に特許が認められ

れば、特許権を有する人や企業はその権利を独占的に使う（実施する）ことができます。「ある機

能」を実現する別のプログラム Bを作ったとしても、元の特許権に基づく保護対象となるため、他者

が利用しようとすれば、通常は有償で特許権者にライセンス（許諾）してもらう必要があります。この

ように、特許権は著作権よりも独占的かつ強力な権利です。 

【POINT】 

著作権は（プログラムの）表現を、特許権は（プログラムの）アイディアを保護する。 

特許権の保護範囲は著作権に比べ広範かつ強力です。 

OSSを使用してロボット製品を開発するうえで、特許は避けて通れない問題です。特許について

は、主に 

⚫ 開発したロボット製品が他社の特許を侵害していないか？ 

⚫ 開発したロボット製品に（出願可能な）特許性のある技術が含まれていないか？ 

の二つの視点で見る必要があります。ただし、いずれの場合も自社のロボット製品で使われている

技術と類似した技術を調べ（出願前調査や侵害予防調査と呼ばれる）、自社の技術がすでに出願さ



42 

れている場合は特許侵害に対する何らかの対策をとる必要があり、一方自社の技術に特許性があ

り、かつ誰も出願していなければ特許出願することができることになります。 

こうした調査は、知財の専門家が中心となって行う必要があることと、対象とする技術によっては膨

大な調査を行う必要があるため、時間に余裕をもって計画的に調査および出願を行う必要があると

いうことです。もし、開発しようとするロボットシステムに特許性があるものが含まれている可能性が

ある場合には、早めに知財担当者や特許事務所等に相談することが肝要です。 

技術者、開発者レベルでも、完全には特許調査を行うことはできませんが、関連する分野の特許に

ついて事前に全体像を把握してくことは有用です。本ガイドラインでは、知財担当者や弁理士など

が行う特許調査についての詳細には触れませんが、技術者にとって有用と考えられる特許に関す

るいくつかの情報を提示します。 

4.1. 特許庁による特許動向調査 

特許庁では毎年いくつかの分野に対して、世界における特許出願動向を調査した報告書を取りまと

めています[30]。ロボット技術については、直近では令和元年度に調査が行われており、過去には

平成 25年度[31]（図 11）、平成 18年度、平成 13年度にも行われています。ロボットおよび関連す

る分野に関して近年の特許動向調査対象を表 5に示します。ロボット開発技術者がロボットを開発

する過程で、このような調査報告書に目を通しておき、事前に技術動向や特許出願動向を知ること

は重要です。なお、特許庁のWebページには概要のみが掲載されていますが、報告書本体は特

許庁図書館や国立国会図書館で閲覧できるとともに、発明推進協会から CD-ROMを購入すること

ができます。 
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図 11 平成 25年度特許出願技術動向調査報告書（ロボット） 

表 5 特許庁・特許技出願技術動向調査（ロボットに関連する技術） 

年度 調査対象 

令和元年度 
ロボット及びロボットを活用するシステム 

マニピュレータ ※いずれもニーズ即応型技術動向調査 

平成 31 年度 AI を用いた画像処理 

平成 30 年度 
ドローン 

パワーアシストスーツ 

平成 29 年度 

自動走行システムの運転制御 

リハビリテーション機器 

平成 28 年度 
移動体用カメラ 

スマートマニュファクチャリング技術 

平成 25 年度 

ロボット 

自動運転自動車 

社会インフラメンテナンス技術 

平成 21 年度 加速度センサ 

平成 18 年度 ロボット 

平成 13 年度 ロボット 
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利用しようとする OSSが特定の特許に抵触しているかどうかは、そのソフトウェアだけで判断する

ことは困難です。というのも、次に述べるようにある特許とソフトウェアの関係はほとんどの場合一

対一ではなく、そのソフトウェアやアルゴリズムを用いて実現されるシステムが、技術的に有用かつ

新規性・進歩性があるか否かにより特許性が判断されるためです。 

4.2. ソフトウェア特許 

「3.3 AIに関わる知的財産権」でも述べたように、システム全体として「自然法則を利用した技術的

思想の創作」であり、かつ進歩性・新規性を有するものについては特許が認められることになりま

す。ただし、ソフトウェアで実現されたものについては、日本のみならず欧米においても、従来の特

許制度で想定している特許の成立要件では取り扱うことが困難であることから、ソフトウェアそのも

のが保護対象になるかどうかについて、これまで様々な議論がなされてきたということを理解してお

く必要があります。 

1980年以前は、ソフトウェアは機械語と密接に関係しており、アルゴリズムや数式などの抽象概念

は一般的には特許と認められないという原則が存在する一方、コンピュータや周辺装置からなる機

械を電気的に駆動して処理を行うための機械語命令群であるプログラムは、それら機械を構成する

一部としては特許として認められることがありました。 

一例として、UNIXを開発した Dennis Ritchieは、setuid（特定のコマンドを実行者ではなく所有者

（管理者等）の権限で実行するための仕組み）に関する特許（US patent #4135240、1972年出

願、1979年成立）を取得していますが、当時はソフトウェアに対して特許が認められるかどうかが

あいまいであったため、その仕組みをハードウェアで表現し出願しています。また、日本での例とし

ては、暗号の発明である「欧文字単一電報隠語作成方法」は、装置を用いずかつ自然力を使用して

いないため工業的発明と認められなかった判例（昭和 28年、最高裁）があります。 

その後、1990年以降は、ソフトウェア工学の進歩により、プログラミング言語で書かれたソフトウェ

アは、機械語的具体性のあるものから徐々に抽象的概念を記述するための言語へと変化してゆ

き、必ずしも装置・機械としてのコンピュータの存在を前提としなくなってきました。また、GUIなどの

発達により、ソフトウェアは単にデータ処理の道具としてだけではなく、ヒューマンインターフェースと
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してコンピュータの主要な入出力手段となり、その表示手法自体が重要な意味を持つようになって

きました。一例としては、後述する「一太郎・花子特許侵害事件」の背景となったアイコンに関する特

許などがあります。 

また、1990年代後半以降、経済のグローバル化と国際競争力確保の観点から推進された米国を

中心とするプロパテント政策下では、インターネットおよび電子商取引の拡大にともない、いわゆる

「ビジネスモデル特許」の出願が増大し、それまで特許にならないと考えられてきた対象の多くに特

許が認められました。代表的なものとしては、Amazon.comによる「ワンクリック特許」（１クリックで

商品のオンライン購入が完結する手法に関する特許）があり、これは米国、日本では特許が認めら

れたものの、カナダ、欧州などでは拒絶されています。なお、ワンクリック特許自体は米国では

2017年、日本では 2018年に特許自体は失効しています。 

一方で、ビジネスモデル特許やソフトウェア特許における法廷紛争の増加により、こうした特許を安

易に認めることに対して、産業界や世論の批判が強まり、近年ではこれらの特許審査が厳しくなる

傾向にあります。また、オープンソースの世界では、GPL ver3や Apache License、Mozilla Public 

Licenseのように、特許報復条項（ソフトウェアのライセンシーが著作者や上流の頒布者、下流の受

領者を特許権侵害で提訴した場合、そのような訴訟を提起した時点でライセンスを停止するという

罰則）を盛り込むライセンスも出現してきましたが、その効果は限定的であり特許訴訟リスクを完全

になくすものではありません。 

【POINT】 

特許報復条項をもつ OSS ライセンスにより特許訴訟リスクは軽減される。 

ただし、油断は禁物。 

原則として、コンピュータや機械的装置等ハードウェアとソフトウェアが協働し、産業応用上有用か

つ新規性・進歩性がある技術に対しては特許が認められる、ということに関しては、日本のみならず

欧州や米国等海外でも同様なようです。その意味では、ハードウェアの存在が前提となるロボット技

術に関しては、自社で開発したソフトや OSSを利用する場合のいずれでも、関係する特許につい

てよく調査する必要がありそうです。 
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4.3. ソフトウェア特許と係争事例 

上述のように、ソフトウェア特許に関しては、現在も明確な該当要件がなく、また特許の審査基準に

ついても、時代によって変化し、今でも議論が続いています。ここでは、特許庁による「ソフトウェア

特許入門[44]」に示されているソフトウェア特許の係争事例をいくつか紹介することで、ソフトウェア

特許に対する考え方と、対処方法についての理解を深めます。 

4.3.1. 一太郎・花子特許侵害事件 

日本におけるソフトウェアに関わる特許係争事例としては、「一太郎・花子特許侵害事件」が有名で

す。 

この係争事例は、松下電器産業株式会社（以下、「松下」とする）が保有する GUI上のアイコン操作

に関する特許を、株式会社ジャストシステム（以下、「ジャストシステム」とする）が販売するワープロ

ソフト「一太郎」とグラフィックスソフト「花子」が侵害しているとして、松下がジャストシステムに対し

て、両ソフトの製造販売の中止と製品の廃棄を求め提訴したものです。 

争点となったのは、一太郎と花子において、ソフトウェアの「ヘルプモードボタン」をクリックした後、

別のボタンをクリックすると、その機能の説明を表示するバルーンヘルプが表示される機能が、松

下が「情報処理装置及び情報処理方法」（特許番号第 2803236号）として 1989年 10月に特許出

願、1998年 7月に登録されていた「アイコン」を用いた同様の機能の特許を侵害しているか否かで

した。 

一審の東京地裁では、「ヘルプモード」ボタン等は「アイコン」に該当するか、松下の特許が有効であ

るかどうかについて争われましたが、いずれも原告の松下の主張が認められ、ジャストシステムに

対して両ソフトの製造・販売の中止と在庫の廃棄が命じられ、ソフトウェア業界に衝撃を与えました。 

この判決を不服として、ジャストシステムは知財高裁に控訴した結果、松下の特許が外国の公知の

技術であることを示すジャストシステム側から提供された資料を基に、松下の特許がそもそも無効

であるとの主張が認められ、ジャストシステム側の逆転勝訴となりました。ただし、判決ではソフトウ
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ェアをインストールしたパソコンに、そのソフトウェアによる間接侵害が成立することも示しており、そ

のような間接侵害に基づいて提訴できるとした点についても注目すべきです。 

4.3.2. GIF特許事件 

画像ファイルフォーマットである GIF（Graphics Interchange Format）に対して、Unisys社が特許

権を主張した事件は、世界中で大きな問題となったソフトウェアに関する代表的な特許係争事例で

しょう。 

GIFフォーマットは CompuServe社が開発し 1987年に仕様を発表した画像ファイルフォーマット

の一つで、辞書式圧縮アルゴリズムである LZW圧縮法を利用しています。この LZW圧縮法自体

は、Unisys社により 1985年に米国で特許が成立していました。GIFの仕様を発表した時点で

CompuServe社は、「Terry A. Welch, "A Technique for High Performance Data 

Compression", IEEE Computer, vol 17 no 6 (June 1984)」の論文を参照しつつもその特許が成

立していること自体は把握していなかったようで、LZW圧縮法が自由に利用できる技術と考えてい

ました。その後、1994年に Unisys社と CompuServe社間では、フリーソフト等（non-commercial,  

non-profit,  GIF-based  applications,  including those for use on the on-line services）に関して

は特許料を徴収しないというという声明とともにライセンス交渉で合意しました。このため、GIF規格

に関するフリーソフトウェアの開発が多くの開発者により行われていました。 

ところが、その 2年後の 1996年以降、Unisys社はフリーソフトウェアに対する方針を変更し、強硬

な態度を取り始めました。これにより、GIFを利用するフリーソフトウェアが急速に無くなっていく一

方、特許のしがらみのない新たな画像フォーマットとして PNG（Portable Network Graphics）が誕

生し、多くのフリーソフトが出現し、GIFに代わり PNGへの対応が進みました。LZWに関する特許

は米国では 2003年に、日本でも 2004年に失効したため、現在ではフリーソフトを含む多くのソフト

ウェアでは GIFのサポートが復活しています。 

以上、見てきたように、特許については著作権とは異なり、その機能の新規性・進歩性について特

許権が認められており、またソフトウェアと機能の関係は一対一ではないため、利用しようとしてい

る OSSが特許侵害をしているか否かを軽々に判断することは難しいでしょう。ロボットに関しては、

ハードウェアを前提としてシステムが構成されることが普通であり、ソフトウェアとハードウェアの組
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み合わせが特許を侵害しているかどうかや、特許性があり出願可能であるかどうかについて、知財

部門とよく相談し適切な対応をとることが重要になります。 
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5. ロボットシステム開発における

OSSの利用と公開 
上記で説明してきたように、OSSを適切に利用しないと、企業は訴訟や OSSコミュニティと対立し

てしまうなど、レピュテーションリスクやコンプライアンス上のリスクを負うことになります。一方で、

OSS適切に利用することができれば、単純に開発コストを削減できるだけでなく、世界中の優秀な

開発者による開発力を自社の製品に活用したり、OSSコミュニティの支援を受けたりすることも可

能になります。 

また、OSSの利用は公開と表裏一体です。コピーレフト型ライセンスの OSSを利用し改変したもの

を製品に組み込む等、二次配布する場合には、改変部分についても公開義務が生じます。あるい

は、製品の性質上、自社製のある部分のソフトウェアを公開しないと意味をなさないケースも考えら

れます。より積極的に、ユーザや OSSコミュニティに対するアピールのため、自社製ソフトウェアを

OSS化するといった戦略をとる企業もあります。 

特に、ロボットの世界では、ROS（Robot Operating System）や RT ミドルウェアのようなオープンソ

ースのソフトウェアプラットフォームがあり、世界中の研究成果がこれらのプラットフォーム上に集積

されつつあります。これらのミドルウェアと連携するロボットでは、制御のためのドライバモジュール

や、ロボットのシミュレーションに利用するモデルデータ等、その性質上公開せざるを得ないソフトウ

ェアやデータ、ドキュメントも多々あり、こうした情報をオープンに提供することで、ユーザやコミュニ

ティに対してうまくアピールしている企業も存在します。 

闇雲になんでも公開する必要はありませんが、こうした世界の流れに後れを取らないようにするた

めにも、OSSに対する正しい知識をもち、戦略を立ててうまく活用することが重要です。 

【POINT】 

OSSの利用と公開は表裏一体、戦略をもって OSSに向き合うことが重要 
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OSSの活用のためのガイドラインなどは、IPAをはじめ様々な機関や OSS推進機関から公表

[1][32]されるだけでなく、コンサルテーションを提供する企業も存在します。また、Linux Foundation

の OpenChainプロジェクト[45]では、OSS活用におけるコンプライアンス問題に対応する活動とし

て、組織が順守すべきガイドラインの仕様策定と ISOにおける標準化を行っています。いずれのガ

イドラインでも、技術者・開発部門単体で取り組むだけでなく、経営・企画部門、知財・法務部門、品

質管理部門等、関係する部署も巻き込んで会社全体の意思統一することが重要であることが指摘

されています。また、社内だけでなく、顧客やソフトウェアの開発委託先など、社外のステークホル

ダとも調整が必要な場合もあります。図 12に OSSにかかわるステークホルダの一例を示します。 

 

図 12 OSS関わるステークホルダの整理（例） 

本章では、主にロボット開発者が自社のロボット開発に OSSを活用したいと考えたとき、必要とな

る基本的な考え方を提示するとともに、社内の各部門を巻き込んで体制を構築するために必要な

情報を提供します。開発プロセスの各フェーズにおいて必要な対応や作成すべき文書など、具体的

な対応方法について述べるとともに、OpenChain仕様 2.0[46]との対応関係を示します。  

OSSに関わる
ステークホルダ

社外 社内

顧客 開発委託先 経営・企画部門 知財・法務部門

品質管理部門 開発部門
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5.1. OpenChain標準 

OpenChainプロジェクトは、オープンソースに関するコンプライアンスの課題を解決するため、組織

が行うべき活動や整備すべきドキュメントの仕様を定め、ソフトウェアサプライチェーンにおける

OSSコンプライアンスの透明性を向上させることを目的とした Linux Foundation内のプロジェクト

です。OpenChainプロジェクトは、OSSを含むソフトウェアを相互に取り交わす組織間における信

頼構築のための基準を提供することを目的としており、これにより信頼できるコンプライアンス情報

とともに行われるサプライチェーンを実現することを目指しています。 

OpenChainプロジェクトでは、 

(a） 仕様の策定：組織が確立すべきコンプライアンスプログラムの要件を定義。 

(b） 適合確認：仕様への適合性を認証する仕組みの提供。Web上で質問に回答することで自己認

証を実施可能。なお、第三者認証により証明することも可能であり、TŪV SŪDによる認証例も

あり。 

(c） カリキュラム：仕様の要求事項の一つである教育プログラムに利用可能なスライド集の提供。 

の３つの柱により OSSサプライチェーン全体の信頼を構築する活動を行っています。 

また、仕様の標準化に向けた取り組みも行われており、2020年上半期には ISO PAS（Publicly 

Available Specification = 公開仕様書）の発行を、2023-2024年には ISO国際標準化を目指して

います。この考え方に準拠することで、将来的には組織として、OSSおよびソフトウェア一般のライ

センスに関するコンプライアンスを満たす国際標準に基づいた体制を構築可能といえるでしょう。 

【POINT】 

OpenChainは OSS コンプライアンス準拠の次世代の標準 

5.1.1. OpenChain 2.0仕様概要 

ここでは、2020年現在最新である OpenChain 2.0 の仕様について、その概要を紹介します。な

お、OpenChain仕様は様々な言語に翻訳され、[47]や[48]において公開されています。 



52 

5.1.1.1. 用語 

OpenChain仕様においてあらかじめ定義されている用語を以下に示します。 

⚫ コンプライアンス関連資料（Compliance Artifact）：供給ソフトウェアに対応してプログラムが

生成する資料の集合。たとえば、ソースコード、帰属告知 、著作権表示、ライセンスの写し、改

変告知、書面による申し出、オープンソースコンポーネント部品表、SPDX ドキュメントなど。（以

上は例示であり、これらに限定されるものではない） 

⚫ 確認済みライセンス（Identified License）：納入するソフトウェアを構成するオープンソースコ

ンポーネントに対して、適切なライセンス確認手法を用いることにより存在が確認されたオープ

ンソースライセンスの一式。 

⚫ OpenChain適合（OpenChain Conformant）：OpenChain Specificationのすべての要求事

項を満たすプログラム（プログラムの定義は下記参照）。 

⚫ オープンソース（Open Source）：Open Source Initiative（OpenSource.org）が策定した

Open Source Definitionや、Free Software Foundationが策定した Free Software 

Definitionに準拠、または同様の 1つ以上のライセンスに従うソフトウェア。 

⚫ プログラム（Program）：組織のライセンスコンプライアンス活動を管理するポリシー、プロセス、

および要員の一式。 

⚫ ソフトウェアスタッフ（Software Staff） ：納入するソフトウェアを定義する、提供、あるいは準備

する責任を持つ、組織の従業員または業務請負者のすべて。該当する者は組織によって異な

るが、たとえば、ソフトウェア開発者、リリースエンジニア、品質エンジニア、プロダクトマーケティ

ング担当者、プロダクト管理者などが挙げられる（以上は例示であり、これらに限定されるもの

ではない）。 

⚫ SPDX：Linux Foundationの SPDX（Software Data Package Exchange）ワーキンググルー

プによって作られ、ソフトウェアパッケージのライセンスおよび著作権情報を交換することを目的

としたフォーマット標準。SPDX仕様の詳細は www.spdx.orgを参照のこと。 
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⚫ 納入されるソフトウェア（Supplied Software）：組織が第三者（たとえば、他の組織や個人）に

対して納入するソフトウェア。 

⚫ 検証資料（Verification Material）：与えられた要求事項を満たすことを検証するための資料。 

5.1.1.2. 仕様の構成 

以下に、OpenChain Specification 2.0仕様の目次と概要を示します。 

① プログラムの基盤確立 

この項では、ソフトウェアの OSSコンプライアンスを管理するためのベースとして、１）文書とし

ての OSSポリシーの存在とその内容をソフトウェアスタッフん衣周知するための手順の定義、

２）担当者のプログラム遂行能力の特定と適切な教育の提供と能力エビデンスの保持、３）ソフ

トウェアスタッフがポリシーや目的を正しく認識していることの確認、４）プログラム適用対象と組

織の提供範囲の明記、５）確認済みライセンスのレビューと結果の記録およびその手順文書の

存在、が必要であることが示されている。 

② 関連タスクの定義と実行支援 

この項では、このプログラムを実施するにあたり必要なタスクとして、１）外部からの問い合わせ

に対する体制の構築とその手順の文書化、２）当該プログラムを実施するにあたり必要な人

的、時間的、予算的リソースの充当、について定義されている。 

③ オープンソースコンテンツのレビューと承認 

この項では、利用する OSSのレビューと承認の手続きについて、１）BoM (Bill of Materials)す

なわち、納入されるソフトウェアを構成する OSSコンポーネント群のリストの作成と管理プロセ

スの存在、２）OSSライセンスユースケースとその対応方法の文書化、について定義されてい

る。 

④ 4.0 コンプライアンス関連資料の作成と配布 
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この項では、納入するソフトウェアのコンプライアンス関連資料一式を作成、コピーの保管とそ

の期間についての文書化について定義されている。 

⑤ 5.0 オープンソースコミュニティ活動への理解 

この項では、組織が OSSプロジェクトに対して貢献を許容する場合に必要となる、ポリシー、管

理方法、ソフトウェアスタッフへの周知の方法についてのプロセスの文書化について定義されて

いる。 

⑥ 6.0 仕様に規定する要求事項の遵守 

この項では、当該プログラムの OpenChain仕様への適合に関して、１）上記すべての要求事

項を満たしていることを適合条件とすること、２）適合しているとみなされる期間が適合認証取得

日から 18か月間であること、定義されている。 

以上、OpenChain仕様 2.0の概要を示しましたが、OpenChain仕様 2.0自体は英語版で 12ペー

ジ、日本語版で 18ページ程度の文書であり、原文を一度読んでみることを推奨します。ただし、あく

までこれは仕様文書であり、具体的に自社の組織体制や開発プロセス取り入れる方法は、それぞ

れの組織に依存するため、個別に検討する必要がありますが、以下、こうした要求仕様を満たすた

めの具体的な手続きや体制構築について説明していきます。 
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5.2. OSSポリシー策定 

OSSを利用したいと考えたとき、まず初めにそれが本当に自社の製品、あるいはビジネスにメリット

をもたらすのかを検討する必要があります。そのためには、OSSを利用した際のメリットとリスクを

冷静に分析し、OSSを会社として利用する目的・方針を明確に定める必要があります。これには、

OSSを利用する技術的側面だけでなく、ビジネス戦略上の目的についても検討することが必要とな

ります。また、公開についても、改変部分のソースコードの公開や、自社開発のソフトウェア、データ

などの公開について、どのようなリスクとメリットがあるかについて、検討する必要があります。 

 

図 13 OSS利用および公開のためのポリシー策定のためのアクティビティ 

5.2.1. OSS利用時のメリット・リスクの同定 

OSSを利用するにあたり、そのメリットを明確にします。OSSを利用しようと考えるからには、何か

しらのメリットがあるためそのような考えに至っているはずです。最初に利用しようと考えた理由以

関連するすべての部門
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OSS利用・公開リスク同定 OSS利用・公開メリット同定

OSS利用・公開可否決定

OSS利用・公開ポリシー策定

OSS利用・公開ガイドライン策定
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外にも、どのようなメリットがあるのかを検討し、列挙していきます。後述するリスクと比較し、メリット

の方が勝るのであれば OSSを。一般に言われている OSS利用のメリットとしては以下のようなも

のがあります。ただし、製品の種類や組み込み方、販売方法によってそれらがメリットとなるか否か

も変わってきます。 

⚫ コスト： OSSは基本的には無償で利用できます。ただし、後述のリスクに対応するためにコスト

がかかることがあります。 

⚫ 開発速度：すでにあるものを利用することで自社開発より素早く機能を実現できます。また、活

発なオープンソースプロジェクトは、多数の開発者で日々更新され開発速度が速い一方で、更

新頻度は OSSのユーザコミュニティに依存するため、容易に制御することはできません。 

⚫ 信頼性：OSSはソースコードが公開されており、多くの人の目に触れまた利用されています。し

たがって、ユーザの多い OSSではプロプライエタリなソフトウェアよりも高い信頼性を持つもの

もあります。ただし、これはすべての OSSに当てはまるとは限りません。 

⚫ 高機能・先端技術：多くのユーザを持つ OSSでは、ユーザコミュニティからの多くのフィードバッ

クにより、多くの機能素早く実装される傾向にあります。バージョンアップも頻繁にあり、どんど

ん成長していく OSSもあります。また、最先端の技術がその研究者たちによって OSS化され

るケースもあり、最先端の技術をいち早く製品に取り込むことも可能です。 

⚫ ユーザコミュニティの存在：開発者やユーザから構成される大きなコミュニティが存在することが

OSSの大きな特長です。そのソフトウェアの利用にかかわる多くの情報が存在する可能性が

あり、時にはプロプライエタリなソフトウェアのサポートよりも強力なこともあります。ただし、必ず

しもサポートが保証されるものでもないというデメリットもあります。 

⚫ ソースコード改変の自由：OSSは基本的にはソースコードが公開されており、ライセンス条件を

守れば、ソースコードを改変し、自社の製品に合わせて変更したり、拡張したりすることも可能

です。また、バグが見つかった場合にも、ソースコードを修正していち早く対応することが可能で

す。プロプライエタリソフトウェアではソースコードが提供されていなかったり、改変が許可され
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ていなかったりすることが多々あります。ただし、OSSでこのようなメリットを享受するには、

OSSの内部までよく理解している技術者が必要になります。 

⚫ 特定ベンダー非依存：いわゆるベンダーロックインを回避することができます。 

⚫ 選択肢の拡大：同様の機能を実現する OSSが多数ある場合、その中から自社の要求やライ

センス条件に合ったものを選択して利用することが可能です。 

⚫ 移植性・互換性：多くの利用者がいる OSSは、ユーザの様々な環境で実行されテストされるた

め、異なる OSや CPUアーキテクチャに対応しているケースも多いようです。また、OSS自体

がオープンであることを存在の根幹としているため、他のシステムとインターフェースしやすくな

っていたり、互換性があったり等、囲い込みを主眼とするプロプライエタリソフトウェアとは、移植

性・互換性の面で優位にある傾向にあります。 

⚫ 開発の継続性：プロプライエタリなソフトウェアでは、開発企業が戦略転換などにより製品開発

やサポートを取りやめたり、企業自体の倒産などにより開発が停止されたりすれば、それを第

三者が継続させるすべはありません。一方 OSSは、ソースが公開されているので、たとえ最初

の開発者が開発から手を引いても、プロジェクト自体は他の開発者によって引き継ぐことができ

ます。また、自社の製品にどうしても必要なソフトウェアであれば、自社内で保守を継続すること

も原理的には可能です。 

以上のように、OSS利用には単に無償で便利だから、という以外にも多くの利点があります。この

ような利点は、OSSを利用する周辺の環境によっても変わってきます。上記に挙げた事項が必ずし

もメリットにならない場合もありますし、これ以外のメリットも存在する場合がありますので、OSSの

利用形態（ライブラリとして利用、OSSを修正して利用、ミドルウェアとして利用等）製品種別や

OSSの利用の仕方、ビジネス環境を鑑み、自社で OSSを利用することにどのようなメリットがある

かを考えておきましょう。 

【POINT】 

自社の置かれた環境に鑑み、OSSを利用するメリットを列挙し冷静に判断しよう。 



58 

上では OSS利用のメリットについて考えてみましたが、同時に OSSを利用する上でのリスクにつ

いても考える必要があります。一般的に言われている OSS利用のリスクを以下に列挙します。 

⚫ ライセンス違反：OSSを利用する際に最もわかりにくい点として挙げられるのはそのライセンス

に示された利用条件です。これに違反した場合には、企業は訴訟等のコンプライアンス上のリ

スクやレピュテーションリスクを負うことになります。OSSライセンスには、大きく分けてコピーレ

フト型、準コピーレフト型、非コピーレフト型などのライセンスがあることはすでに述べましたが、

同じ種類のライセンスでも細かな条項が微妙に異なっており、改変の有無、リンク方法、特許の

有無などにより考慮する条件が変わります。ただし、非コピーレフト型ライセンスの物を選択す

れば制限はかなり緩く、また（準）コピーレフト型であっても、自社開発ソフトウェアとの組み合わ

せ方を工夫することにより、複雑な条件を考慮しなくてもよくなるなど対応方法はあります。 

⚫ 品質・成熟度の問題：メジャーな OSSは多くの利用者により使われることにより、いわゆる「枯

れた（バグなどで尽くして安定）」状態になるため、ある程度の品質が担保されるが、自社で作

成したソースコードとは異なり、テスト仕様書・テスト報告書等、一定の品質を保証するエビデン

スがないことが一般的です。品質を担保するのであれば、自社で対象 OSSの成熟度に合わせ

てテストを実施する必要があるでしょう。 

⚫ サポートが受けられない：プロプライエタリなソフトウェアでは、一般的にはサポート費用を払う

ことによって、使用方法についての質問やトラブル発生時の対応をしてもらうことができます。

OSSでは、コミュニティや作者に質問をすることはできますが、返答が返ってくるかは必ずしも

保証されません。OSSの利用は原則として”as is”1（あるがまま）なので、使用に不安がある場

合や、トラブルが発生した場合に自社で対応できない場合は使用をあきらめざるを得ないかも

しれません。 

⚫ 言語の壁：多くの OSSプロジェクトが英語によってドキュメント化、コミュニティ内のコミュニケー

ションが行われています。英語のドキュメントを読みこなせない場合、英語でのコミュニケーショ

 

 

1   現状のまま、すなわちバグや機能不足があっても作者が改修などの義務を負わないということ。 
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ンに不安がある場合は OSSの利用をためらうかもしれません。ただし、現在はオンラインの翻

訳サービスでかなり高精度な翻訳が可能ですので、言語の壁は問題にならないかもしれませ

ん。 

⚫ 情報不足資料の少なさ：OSSのメリットとして情報の多さを挙げましたが、あまりアクティブでな

い OSSプロジェクトでは、ドキュメントが貧弱、コミュニティが活発でない、など入手できる情報

が少ない場合も考えられます。使用する OSSのドキュメントの多寡やコミュニティの活性度な

どを使用前に注意深くウォッチしてく必要があるかもしれません。 

⚫ 人的リソースの不足：OSSは ”as is”で提供されるのが原則であり、利用にあたっての諸問題

は利用者側で解決することになります。このため時には、対象 OSSの内部の詳細まで理解す

る必要があります。また、バグなどが見つかった際に、ソースコードを自分で変更できるのが

OSSの大きなメリットですので、そのためには利用する OSSの内部をよく知っているプログラ

マを確保する必要があるかもしれません。そうした人的リソースを確保できない場合は、何かト

ラブルがあった際に事態の解決に行き詰まることもあります。 

⚫ コミュニティとの関係：OSSの背後には、開発者とユーザから構成されるコミュニティが存在し

ます。コミュニティにはその OSSに興味を持ち、利用し、またそのソフトウェアをより良くしたい

と考えている人々が集まっています。わからないことがあって質問した時に、答えてくれるのは

コミュニティの開発者やユーザなどのボランティアであり、サポートセンターではないことをよく理

解する必要があります。メーリングリストやフォーラムなどではマナーを守り事前によく調べたう

えで質問したり、他の質問者の質問に対して答えられる場合には自ら回答してあげるなど give 

and take の関係を保つことが必要です。コミュニティと良好な関係を築くよう注意する必要があ

ります。 

⚫ ソフトウェアの公開義務：OSSのライセンスによっては、二次配布（製品へ組み込み、顧客の手

に渡る場合も二次配布とみなされます）の際に、改変部分があればその改変部分の公開が求

められることがあります。また、GPLのようなコピーレフト型ライセンスでは、GPLライセンスの

コードと自社開発のコードを一緒にリンクしただけで、自社コードも GPL（または GPLと互換性

のあるライセンス）にし公開する必要がある、といった強い伝搬性を持つものもあります。公開
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する自社コードに自社製品の中核的な知財が含まれる場合は、公開したくない場合もあるでし

ょう。OSSを利用するにあたっては、ライセンスとその利用許諾条件をよく理解し、場合によっ

ては利用をあきらめざるを得ない場合もあります。一方で、ロボット分野では ROSをはじめとし

て BSDライセンスなど非コピーレフトライセンスで提供されるソフトウェアも増えており、利用制

限がほとんどない OSSも多数あります。 

⚫ 選択肢が多すぎる：OSSプロジェクトはだれでも始めることができ、継続するものやめるのも開

発者の自由です。これにより、同じような機能を持つライブラリが多数存在し、利用する側から

みると、どれを利用したらよいか選択に迷う場合も往々にしてあります。また、複数存在する似

た OSSのプロジェクトの中には、開発者が開発を途中でやめてしまったものもあり、そうした

OSSをよく調査しないで利用すると、開発者やコミュニティの支援を受けられない場合もありま

す。OSSの利用を決定するにあたっては、機能面だけでなくこうした周辺環境についても事前

に調査していたほうが良いでしょう。 

⚫ 顧客側の拒否感：受託開発でロボットシステムを開発する際、顧客側に OSS利用に対して拒

否感があり、利用を拒まれる場合もあります。また、社内の規定で OSSを利用したシステムと

の接続を禁止するケースなども考えられます。こうした顧客側の要望で OSSの利用をあきらめ

ざるを得ないケースもあります。 

⚫ 社内の他部署の意識レベルの差：あなたが開発部門のエンジニアとして OSSを利用したいと

考えたとします。ただし、製品に OSSを搭載してきちんと出荷するためには、上述のように経

営層、知財・法務部門、品質管理部門等社内の様々な部署にも、OSSに対する正しい理解を

持ってもらう必要があります。「どうせ誰にもわからない対応しなくたっていい」といった意識を持

つものいけませんし、逆に「OSSを使用して知財が流出したり、訴訟を起こされたりしては大変

だ、OSSは利用禁止だ」というのも困ります。会社全体として OSSを正しく理解し、正しい対応

をとれるよう、他の部署にも啓もうしていく必要があります。 

上記は一般的な OSSにまつわるリスクですが、これ以外にも自社の製品の形態や OSSの利用

の仕方、置かれているビジネス環境によっても上記にはないリスクが存在する可能性もありますし、
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上記のリスモの中にもほぼリスクとはならない事項もあります。まずは、自社の OSSを利用する上

でのリスクをリストアップしてみましょう。 

 

【POINT】 

まずは自社の置かれた環境と OSSの利用によるリスクを見定めよう。 

 

図 14 OSS利用のメリットとリスクを同定したうえでの判断が求められる 

 

5.2.2. OSS公開時のメリット・リスクの同定 

OSSとして社内で開発されたソフトウェアを公開することは、これまで企業では行われることはまれ

でした。近年は、様々な戦略上の理由から、自社で開発したものを積極的にオープンソースで公開

する企業が増えつつあります。自社の製品と市場における位置づけや、会社の戦略との関係から、

OSSを公開することによるリスクやメリットについて検討するとよいでしょう。以下に、一般的に言わ

れている OSS公開のメリットを挙げます。 

OSS利用のメリット
• コスト
• 開発速度
• 信頼性
• 高機能・先端技術
• ユーザコミュニティ
• ソースコード改変の自由
• 特定ベンダー非依存
• 選択肢の拡大
• 移植性の向上
• 開発の継続性

OSS利用のリスク
• ライセンス違反
• 品質・成熟度の問題
• 情報不足・サポートなし
• 言語の壁
• 人的リソースの不足
• コミュニティとの関係
• ソフトウェア公開義務
• 選択肢が多すぎる
• 顧客側の拒否感
• 社内他部署意識レベルの差
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⚫ コミュニティによる開発力の利用：OSS化することにより、OSSコミュニティからのフィードバック

を容易に得られるようになる可能性があります。ソースコードを公開していますので、場合によ

ってはバグレポートだけでなくバグ修正パッチを送ってくれるユーザも現れるかもしれません。

あるいは、ユーザコミュニティが主導して、新しい OSや言語への対応、機能追加なども行って

くれる可能性があります。ただし、あくまでボランティアによる活動ですので、そうした開発者を

引き付ける製品の魅力や、円滑なコミュニティ運営が無ければいけません。 

⚫ OSSコミュニティへの貢献：ソフトウェアを公開すること自体、OSSコミュニティに対して大きな

貢献しているとコミュニティからはみなされます。そうした企業は OSS活動に理解がある企業と

みなされ、コミュニティからは好意的に受け取られるでしょう。OSSコミュニティの世界では、

OSSに対する貢献の度合いが発言権の強さにつながることもあります。OSSコミュニティの中

で振る舞うにあたって、OSSへの貢献度合いは活動のやりやすさにつながることも多分にある

ことを理解しましょう。 

⚫ 企業・製品のアピール：ソフトウェアを OSSとして公開することで、その会社の製品が社会に対

して好意的に受け取られ、製品そのものの宣伝となることが期待されます。OSS化すること

は、企業の製品に対する自信の表れや、OSSへの取り組みの姿勢を示すことになり、特に

OSSを信奉するユーザに対しては大きなアピールポイントとなることがあります。また、既存の

OSSを利用して製品を発表することだけでも、その OSSを支持するコミュニティに対して非常

に強力な援護射撃となるため、OSSコミュニティに対する大きなアピールとなり得ます。 

⚫ サポート、コンサル、SIビジネスへの展開：自社製品を OSSとして公開することで、まずは無

償で利用してもらい、これを当該 OSSの保守・サポートや、コンサルテーションビジネス、ある

いは当該 OSSを利用したインテグレーションビジネス（SIビジネス）へつなげるという戦略があ

ります。MySQL ABは GPLと商用ライセンスのデュアルライセンス方式でデータベースソフト

ウェアを無償公開するとともに、そのサポートをビジネスの主軸としていた代表的企業です。

RedHatはオープンソースである Linuxを含む OS全体のオープンソースに対して大きな開発

リソースを提供しつつ、これをサポートやインテグレーションビジネスとして展開しています。 
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同様に、OSSとして自社のソースコードを公開することに関してのリスクについても検討します。知

財、特許なども関係してきますので、知財・法務担当者なども交えて検討するのが良いでしょう・以

下に、一般的に言われている OSS公開のリスクの一例を示します。 

⚫ 機密の漏洩：ソースコードをオープンにするということは、背景にある様々な知財やノウハウの

公開につながるケースがあり得ます。本来表に出したくない社内の特許・その他の知財やノウ

ハウを含む機密情報が、ソースコードと一緒に意図せずに表に出ることがないよう注意する必

要があります。 

⚫ 特許技術の無効化：GPL ver 3.0や Apache License ver 2.0など、いわゆる特許条項付きラ

イセンスでは、これらのライセンスで利用が許諾されている人に対して、自身が持つ特許権に

基づき特許侵害であると訴訟を起こした場合、自身に許諾されていたライセンスが終了すると

いう条件が付されています。簡単に言えば、これら特許条項を持つライセンスの OSSでは、コ

ントリビュータは自身がもつ特許を OSSに含めた場合、その特許の利用を無償で許可する必

要があります。誤って、自社の特許技術をそうしたライセンスの OSSと組み合わせてソースコ

ードの改変部分をオープンにしてしまうと、自社の特許を無償で使われる（あるいは、訴訟を起

こせば、その OSSを自社で利用できなくなる。）というリスクがありますので注意が必要です。 

⚫ その他工業所有権の漏洩： ロボットについては、ロボット自体のシミュレーションのために CAD

モデルが必要とされることがあります。ROSの rvizや gazeboでは、ロボットモデルを与えるこ

とで、動作状況の表示やシミュレーションなどが行えるため、様々なモデルがオープンソースで

提供されています。設計上の詳細な CADモデルをオープンにすることは、意匠権や様々な工

業所有権の漏洩につながる場合も考えられます。たいていの場合、上記のロボットモデルは詳

細なモデルからかなり間引きを行い、表示上、シミュレーション上差し支えのないくらい簡易なモ

デルとして提供されています。ロボットモデルを提供する場合も、どこまでの情報を公表するか

を検討する必要があります。 

⚫ 不適切な公開：OSSを利用・改変して自社製品を開発・販売した場合、非コピーレフト型ライセ

ンス OSSを利用していれば、改変部分を公開しなければならないことは上で述べたとおりです

が、公開の仕方を間違うと、OSSコミュニティから批判され評判を落とすこともあります。代表的
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な例としては、いわゆる”Tivoization (TiVo化)” 問題といわれるもので、TiVo社のハードディス

クレコーダのソフトウェアが GPL下で公開されていたものの、レコーダのハードウェアはデジタ

ル署名済みのソフトウェアしか実行しないような仕掛けが組み込まれていたため、レコーダの所

有者自身が自分で改変したレコーダのソフトウェアをインストールできないことを GNUのリチャ

ード・ストールマン氏が批判したことがありました。これにより、GPL ver3以降では、これを防ぐ

ための条項が含まれています。ただし、製品の品質保証上、ユーザに自由に改変されたソフト

ウェアをインストールされたくない場合もありますので、適切なライセンスを選択し、ユーザにも

理解を求めることが肝要です。 

⚫ レピュテーションリスク：ソースコードを公開するということは、ある意味自社のソフトウェア開発

力を公開することにもなります。あまりにバグの多いソフトウェアを安易に公開することで、OSS

の貢献ととらえられるのではなく、会社の技術力に疑問を持たれるようでは本末転倒です。ソー

スコードを公開するということは、それを読む人がいるということです。読みやすいソースコード

であるとともに、それを試してみることができるように、READMEやドキュメントについても、読

む人のことを考えた作成と公開が必要になってきます。また、ソフトウェアに対して質問や、バグ

レポート、パッチの送付などがユーザからなされることも考えられますが、そうした貢献者に対し

て真摯に向き合うことも要求されます。そのような姿勢が、企業が OSSに対してどのように向

き合っているのかという OSSコミュニティにおけるレピュテーション（評判）を形成することを理

解する必要があります。 

OSSにより自社のソースコードを公開することのメリットは、対象のソフトウェアや自社製品の市場

での位置づけによる変わってきます。一般的なリスク・メリットだけでなく、そうした個別の状況も考

慮しつつ、自社が OSSを公開するリスクを冷静に分析することが肝要です。 

以上のように、OSSとしての公開に伴うリスクとメリットをよく検討したうえで、どのような方針で

OSSやそのコミュニティと向き合うかを検討する必要があります。次は、その全体の方針となる

OSSポリシーの策定について説明します。 
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5.2.3. OSS利用ポリシーの策定 

OSSを利用する上でのメリットとリスクを同定したら、組織全体として OSSとどのように付き合うか

についての基本方針「OSS利用ポリシー」を策定します。OSSを利用する上で、関係各部署の意

見を統一するためにも、基本方針としてのポリシーを定めておくことには大変重要な意味がありま

す。ポリシーは会社全体の方針であり、様々なケースに対して柔軟に対応できなければなりません

ので、基本方針のみ定めておきます。詳細なルールや個別の事項に対する対応については、後述

するガイドラインで適宜定めるのが良いでしょう。 

ポリシーでは、 

⚫ 会社として OSSに対する取り組みの基本方針 

⚫ 自社の著作物（ソースコード、データ、ドキュメント）の取り扱い方針 

⚫ 自社の著作物を OSS化する際の基本方針や手続き 

⚫ 社外の OSSの取り扱いに対する基本方針や手続き 

⚫ OSSコミュニティに対する姿勢や、自社 OSSユーザに対する基本方針 

⚫ OSSライセンス違反発生時の対応方針 

などを定めておくとよいでしょう。 

【POINT】 

ポリシーでは基本方針を定め、詳細なルール化はガイドラインで定める。 

OSSポリシーの策定については、これを一般公開しているサイボウズ株式会社の例が参考になり

ます[33]。サイボウズ株式会社では OSSポリシーを定めそれをWeb上に公開するだけでなく、元

となるファイル（Web上に公開されているページは、sphinxにてテキストファイルを処理して作成さ

れている。）を github上で CC0 (Creative Commons 0, パブリックドメイン≒著作権放棄) にて公

開しています[34]。 
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本項にて作成すべき文書としては以下のものがあげられます。 

⚫ 文書化した OSSポリシー。 

⚫ ソフトウェアスタッフにオープンソースポリシーの存在を認識させるための手順を記した文書。 

➢ 例：トレーニング、社内 wiki、またはその他の実効的な伝達方法等 

※ 「OpenChain Specification 2.0: 1.1 ポリシー」に適合 

5.2.4. OSSガイドラインの作成 

OSSポリシーで、OSSに対する基本方針を定めました。次に、ポリシーに基づき個別の事情も考

慮したガイドラインを作製するのが良いでしょう。ポリシーで定めた基本方針に反しない範囲で、例

えば OSSライセンスごとに対する対応方法、詳細な手続き、開発時に考慮すべき事項やルール

等、定めていきます。初めからすべてを明確にルール化するのは難しいでしょう。ガイドラインは実

際に OSSを利用する過程で、実情に合わせて改訂を繰り返していくことになるでしょう。重要なの

は、ポリシーで定められた OSSに対する基本姿勢を考慮し、それに反しないように個別の事情を

考慮しルール化することです。 

ガイドラインの目的は、上記で挙げた様々なリスクへの対応策を用意することになります。一つのリ

スクに対して、複数の対応策が用意される場合もありますし、逆に一つの対応策で複数のリスクに

対処できる場合もあります。いずれにしても、考えられるリスクに対して漏れの内容対応策を用意し

ておくことが重要です。対応策については、 

⚫ 開発のどの段階での対応が必要か？ 

⚫ 誰（どの部署）がどのように対応するか？ 

⚫ 対応を行ったエビデンスをどのように残すか？(申請書、データベース) 

といった観点で検討するとよいでしょう。自社でソフトウェアの開発プロセスがある場合は、どの段階

にどのような OSS対応作業がマッピングできるか、といった観点で検討することもできます。これに

より、開発の各段階で実施すべき対応策の関係が明確になるとともに、漏れもなくすことが可能で
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す。図 15に、ソフトウェア開発プロセスの一つである ESPR（Embedded System Development 

Process Reference） 2.0の V字モデルを例にとり、OSS利用に対する対応策をマッピングした例

を示します。 

 

図 15開発プロセスと OSS利用対応作業のマッピングの例 

図 15では、開発プロセスと OSS利用対応作業のマッピングは明らかになりますが、上記の「誰が

対応するのか？」や、後々トレースが可能なように「どのようなデビデンスを残すか？」についての

観点からはまだ検討が不十分です。これに対応する例として、図 16に示すような申請・承認フロー

についても検討するとよいでしょう。図 16では、基本設計プロセスと詳細設計プロセスを抜き出して

示していますが、基本設計プロセスで、開発部門が OSSの利用検討と特許について事前調査を行

い、知財部門に特許の詳細調査と利用可否を申請しています。その結果を開発部門が受け取る際

には、そのエビデンスを残しています。次の詳細設計プロセスでは、脆弱性調査について品質管理

部門と同様のやり取りを行っており、ここでも申請と承認のエビデンスを残しています。こうすること

で、どの段階でどの OSSの利用が決定されたかのエビデンスを残し、後々トレースできるようにし

ています。 
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これはあくまで一例で、会社の規模や組織体制によってはこのような対応が取れない場合もあるで

しょう。その場合でも、以下に述べる様々な管理作業について、製品出荷後トレース可能なエビデン

スを文書で残すことは重要です。 

 

図 16 OSS利用申請と承認プロセスにおけるデビデンスと役割分担の例 

ここまででは、主に OSSの利用を例にとり、ガイドライン作成の概要について説明しましたが、

OSSとして派生物や自社開発のソフトウェアを公開するプロセスについても必要があれば検討しま

す。それらをまとめて、製品開発におけるプロセスごとに、行うべき作業や手続きをガイドラインにま

とめていきます。なお、OpenChain仕様に準拠する場合、以下の文書を整備する必要があります。 

⚫ 対象ソフトウェア内のオープンソースコンポーネントについて、よく用いられるオープンソースラ

イセンスのユースケースの対応に関する手続きを記した文書。 

※ OpenChain Specification 2.0: 3.2 ライセンスコンプライアンス、に適合 

基
本

設
計

プ
ロ

セ
ス

利用OSSの検討
（事前調査・申請）

利用OSSの特許調査

OSS利用可否決定

OSS組込み方法決定
（事前調査・申請）

ロボット開発部門 知財・法務部門 品質管理部門

申請に対する
結果と承認エ

ビデンス

利用OSSの脆弱性調査

OSS利用可否決定

申請に対する
結果と承認エ

ビデンス

実装プロセスへ

詳
細

設
計

プ
ロ

セ
ス

申請

承認

申請

承認
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⚫ OSSライセンスの要求に従って対象ソフトウェアに応じたコンプライアンス関連資料の準備と、

その配布するプロセスを記した文書。 

⚫ 対象ソフトウェアのコンプライアンス関連資料のコピーの保管手順を記した文書。 

➢ 保管された資料は、供給ソフトウェアの最終提供以降、適切な期間 、あるいは、確認ライセ

ンスの要求事項として定められた期間（のうちどちらか長い方）保持することを計画する必

要がある。 

➢ 手順が適切に守られていることを示す記録が必要である。 

※ OpenChain Specification 2.0: 3.2 ライセンスコンプライアンス、4.1 コンプライアンス関

連資料、に適合 

また、これらの管理文書、エビデンス文書により OpenChain適合認証を得ようとする場合には、文

書ごとに作成・確認日を明記し、またすべての要求事項を満たすことを明記した文書が必要となりま

す。 

⚫ OpenChain 仕様書のすべての要求事項を満たしていることを明確に宣言する文書。 

⚫ 当該プログラムが OpenChain仕様書（第 2.0版）のすべての要求事項を満たすことを明確に

宣言する、過去 18ヶ月以内に適合取得を示す文書 。 

※ OpenChain Specification 2.0: 6.1 適合、6.2 継続期間、に適合 

5.3. ポリシーに基づく OSSの利用 

ここでは、OSSの利用あたってのガイドライン作成や体制構築・運用を実際に行っていく上での注

意点について説明します。 

OSSを利用する上では、上記の訴訟等のリスクに対応するために、企業としての統一した方針（ポ

リシー）を定め、それに基づき関係する様々な部署が一貫した方針で行動することが肝要です。ポリ

シーを定めるにあたっては、OSS利用にかかわる様々なリスクやそれを引き起こす原因の分析、

および問題が発生した際に、企業としてどのように動くかなどを考慮する必要があります。また、ポ

リシーを定めても、これを社内の関係部署内や、開発委託先も含めて意識を共有し、一体として動く

ことができなければ意味がありません。そのためには、社内・委託先を含めて連携する体制を構築

する必要があります。以下では、OSSを活用しするうえで必要なリスク軽減のための対策を示しま

す。 
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5.3.1. 体制の構築と運用 

OSS利用ポリシーおよびガイドラインの運用を確実なものにするためには、体制と仕組みを構築

し、継続して実施していくことが重要です。体制は、開発部門で OSSの利用について知識を有する

人たちで始めることになるでしょうが、可能であれば専門知識を有する、品質管理部門、知財・法務

部門なども巻き込んで、部門を横断し全社的な活動にしていくことが望ましいでしょう。一方で、管理

対象とするソフトウェア製品や部署の範囲を定め、範囲内で管理を徹底することも重要です。初め

からすべての製品・部署で完璧な体制を構築するのではなく、OSSを利用する特定の製品や特定

の部署から始めていくのがよいでしょう。なお、管理範囲については、管理文書に明記しておきま

す。 

うえで述べたように欧米では OSSライセンス準拠を監視する団体などもあるため、訴訟にまで発展

するケースもあり、設計開発部門はそうした訴訟などの専門家である法務部門等と連携して、OSS

ライセンス遵守のための体制を構築していく必要があるでしょう。また、セキュリティに関しても、多く

の事案が発生しており、OSSも含めてソフトウェアの脆弱性に対処する必要性が高まっています。

ソフトウェアの脆弱性は開発時にすべてわかっていることはまれであり、製品出荷後も継続的に把

握・対処する必要があり、そのためには品質管理部門などと連携して、体制を構築する必要があり

ます。 

作成すべき文書としては、以下のものがあります。 

⚫ 開発に参加する立場の異なる参加者の役割と対応する責任を記した文書。 

⚫ それぞれの役割に要求される能力を特定する文書。 

⚫ 参加者それぞれの能力っ評価について文書化したエビデンス。 

※ OpenChain Specification 2.0: 1.2能力、に適合 

⚫ OSSコンプライアンス管理対象を明確に定義する文書。 

※ OpenChain Specification 2.0: 1.4 プログラムの統制範囲、に適合 
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⚫ プログラムの役割それぞれに対し、担当者、グループ、または、部署の名称を特定したドキュメ

ント。 

⚫ プログラムの特定された役割それぞれに、適切に要員配置がなされ、十分な予算割当が行わ

れていることを示す文書。 

⚫ 組織内外で発生するライセンスコンプライアンスに関連した事項について、支援依頼可能な法

務の専門家を特定する文書。 

⚫ オープンソースコンプライアンスに関する組織内の責任者を割り当てる手順を記した文書。 

⚫ コンプライアンス違反の事例に対して、レビューや是正措置を行うための手順を記した文書。 

※ OpenChain Specification 2.0: 2.2 十分なリソース割り当て、に適合 

5.3.2. 教育の実施 

OSS利用におけるリスクの大半は OSSライセンス違反によるものであり、その多くはライセンスに

対する理解不足に起因します。OSSポリシーやガイドラインは定めただけでは意味がなく、従業員

に対して継続的に教育を実施し OSSの知識を深め、それらポリシーやガイドラインを周知・徹底す

ることが重要となります。 

OSSには著作権があり、ライセンスで定められた利用条件があることを知ったうえで、開発の各プ

ロセスにおいて所定の手続きを踏む必要があることを周知することで、インターネットで見つけたソ

ースコードを安易に利用し製品などに組み込むことを減らすことができます。同時に、OSSは正しく

対処すればその利用は奨励されるべきであるものでもあり、問題なのは OSSが利用されたことを

誰も知らず、エビデンスとしても残っていない状態を避けるべきであることを皆が理解することが重

要です。 

上記のように、開発部門のみならず、知財・法務部門や品質管理部門に対してもガイドラインの周

知・教育が重要です。加えて、開発の委託・受託を行うケースでは、営業部門についても OSSライ

センスの知識が欠かせません。開発を委託される場合、委託元から利用している OSSとその利用

条件の提示を求められるケースが増えています。また開発を委託する場合は、委託先との契約時

に OSSの利用についての自社のポリシーに合意してもらう必要があります。ガイドラインでは委託

契約書にそうした条項について盛り込む旨を記載するとともに、契約書のひな型を示すのもよいで

しょう。 
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本項について、作成すべき文書としては以下のものがあります。 

※ OpenChain Specification 2.0: 1.2能力、に適合 （必要な文書は 5.3.1にて例示済） 

⚫ プログラムの目的、プログラムにおける参加者の寄与、プログラムの不適合の意味を含む、プ

ログラム要員それぞれの認識度評価を文書化したエビデンス。 

※ OpenChain Specification 2.0: 1.2能力、1.3 認識、に適合 

5.3.3. 社内からの問い合わせ対応 

ポリシー策定・ガイドラインの作成と教育による周知を行うだけでは、開発実施時の個別の事例に

対応することは難しいでしょう。そうした、個別の事例に対して対応や利用の可否を回答・検討した

り、そうした事例収集し How To化やデータベース化したりするような窓口を設置することは、その

後の OSS利用効率を上げるためにも重要です。部署として設置するのが難しい場合は、OSSに

詳しい担当者を充て、情報が集積されるようにするとよいでしょう。 必要によっては、OSS利用ポリ

シーやガイドラインの更新、FAQの作成などを実施します。 

※ OpenChain Specification 2.0: 3.2 ライセンスコンプライアンス、に適合 

5.3.4. OSS利用の申請・審査・承認 

上述したように、開発部門から利用する予定の OSSを申請し、それを他の部門や担当部署により

審査・承認する仕組みを構築しその手順を文書化します。申請・審査・承認プロセスを設けること

で、OSSの利用をエビデンスとして残し、利用している OSSの把握やその後のトレーサビリティ確

保に役立てます。 

設計段階から利用する OSSライセンスをレビューし、ライセンスにより生じる義務、制約について確

認しておくことにより、開発の手戻りを最小限に抑えることができます。ソフトウェアの検査とともに、

この仕組みを開発プロセスに取り込み、以下に示す文書化と実施内容の記録を行います。 
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⚫ それぞれの OSSライセンスに従うことで生じる義務、制約、および、権利の内容を、レビュー

し、レビュー結果を文書として記録する手順を記した文書とその記録。 

※ OpenChain Specification 2.0: 1.5 ライセンス義務、に適合 

5.3.5. 脆弱性リスクへの対応 

ソフトウェアには致命的なセキュリティ上の脆弱性が隠れている可能性があります。OSSは原則と

して無保証や損害賠償等についての免責をライセンスに規定しているものの、多くの利用者がいて

影響力の大きい OSSについては、脆弱性情報が公開されると比較的早期に修正が行われること

が多いようです。ただし、これはすべての OSSに期待できるわけではなく、OSSの開発者が脆弱

性を把握していても、必ずしも修正を行わない可能性もあります。そのような場合は、自力で不具合

修正を行う必要があります。したがって、OSSを選定する時には、その OSSについてバージョンも

含めて、事前に脆弱性情報を以下のようなサイトで確認しておくことを推奨します。 

⚫ National Vulnerability Database (NVD): https://nvd.nist.gov/vuln/search 

⚫ IPA 独立行政法人 情報処理推進機構：重要なセキュリティ情報一覧：

http://www.ipa.go.jp/security/announce/alert.html 

⚫ JVN (Japan Vulnerability Notes) iPedia 脆弱性対策情報データベース: http://jvndb.jvn.jp/ 

また、委託開発を行際には、納品時までに発覚している脆弱性については、暗黙の了承として脆弱

性の対策実施が契約に含まれることが多くあります。一方、受託案件の場合は顧客とどこまでの脆

弱性に対応するか協議を行い、契約などで明確にしておくことが大切です。なお、セキュリティ上の

脆弱性リスクへの対応事項については OpenChain仕様では明示的には示されていませんが、ソ

フトウェア構成管理の付随情報として管理、トレースできるようにするとよいでしょう。 

5.3.6. 特許の把握 

OSSの利用により、特許を含む知的財産権利侵害により訴訟される危険性についても事前に把握

しておくことが重要です。OSSは第三者の権利侵害に対しても無保証です。そのため、OSSが他

者の知的財産（特許や商標など）を侵害していた場合には、訴えられる可能性があります。 

https://nvd.nist.gov/vuln/search
http://www.ipa.go.jp/security/announce/alert.html
http://jvndb.jvn.jp/
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上述したように、GPL ver3や Apache License ver2のように特許条項を含む OSSライセンスも増

えてきており、こうしたライセンスを採用している OSSでは、特許による訴訟リスクは他のライセン

スの OSSに比べ幾分低いと考えられますが、特許権保有者がコントリビュータに含まれない場合

にはこの特許条項もあまり意味をなさなくなります。また、依然として GPL ver2等特許条項をもた

ないライセンスで公開されている OSSも数多くあり、OSSのバージョンと採用しているライセンスの

バージョンも含めて、特許については知財・法務部門とも連携して調査する必要があるでしょう。 

5.3.7. 開発委託時の注意 

ソフトウェアの開発を外部に委託する場合は、契約時に委託先と OSSの利用について合意する必

要があります。OSSライセンスの遵守の義務は最終的には製品を配布する企業にあるため、企業

はソフトウェアに含まれる OSSを把握する必要があます。それは委託先が開発したソフトウェアを

受け取り委託元が製品に組み込む場合でも同様です。委託先からのソフトウェアの納品時に、ソフ

トウェアの中に含まれる OSSと、その OSSをどのような手段で検出したのかを確認する必要があ

ります。 

また、委託先が開発したソースコードが納品されない場合は注意が必要となります。委託先が開発

したソフトウェアに関して外部から OSSの利用について問い合わせがあった場合は、ソースコード

を調査することがあります。このような場合に委託先に協力を仰げるよう、契約に盛り込むことも必

要になってくるでしょう。 

OpenChainプロジェクトは、こうした委託先を含むソフトウェアのサプライチェーンにおいて、このよ

うな課題を解決する方法の一つとして OpenChain仕様を提案しています。委託先も OpenChain

仕様に準拠した体制をとっていれば、納入されたソフトウェアの OSSライセンスに関する十分かつ

追跡可能な情報を得ることができます。 

5.3.8. 意図しない OSS混入の検査 

上述のように申請・承認による OSS利用を徹底したとしても、ソフトウェア開発工程のすべてをチェ

ックすることは不可能であり、開発したコードに意図しない OSSが混入する場合があります。開発

を外部に委託する場合はさらにチェックが困難になります。このような意図しない OSS混入にリス
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クを低減するため、膨大なソースコードの中から中に含まれる OSSを検出するツールが、いくつか

販売あるいはオープンソースで開発されています。代表的なチェックツールとしては、以下のような

ものがあります。 

図 17 OSS混入検出ツール例 

ツール名 

（開発販売企業） 

商用・

OSS 
概要 

Black Duck [35] 

(Black Duck Software

社・Synopsys 社) 

商用 年間サブスクリプション形式の商用ライセン

スのツール。大規模なソフトウェア情報デー

タベース（4600 を超えるサイトからの

OSS プロジェクトの情報の Knowledge 

Base）を提供する。ソースコード内の文字

列を検索してコードスニペット単位で類似の

部分を検索可能。セキュリティ脆弱性につい

ても検知可能。 

FlexNet Code Insight 

[36](旧 Paramida) 

(Flexera Software 社) 

商用 対象のソースコードやバイナリ ファイルを

スキャン・分析しレポートする。OSS を収

集し特徴を抽出した DB とコードを比較しコ

ードスニペット単位で OSS を検出。既知の

セキュリティ脆弱性を含む OSS についても

検出可能。 

White Source[37] 

（WhiteSource 社） 

商用 様々な言語に対応、様々なソースリポジトリ

（Github 等）やビルドツール、CI ツール、

issue トラッカーなどと連携可能なツール。

基本的にはファイル単位で既存 OSS とのマ

ッチングを行い検出する。NVD（National 

Vulnerability Database）や様々なバグト

ラッカーと連携して脆弱性検出も可能。 

 

FOSSology[38] 

(Hewlett Packard 社) 

OSS 

(GPLv2, 

LGPLv2.1) 

HP が開発するオープンソースのライセンス

チェックツール、ライセンスのスキャン、分

類、著作権に重点を置いたツール。ライセン

スデータベースは独自のものを構築する必要

がある。ファイル単位でのマッチングおよび

検出を行う。 
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こうしたツールを利用することで、膨大なソースコードの中から意図しない OSSの混入を検出する

ことが可能になります。ツールはそれぞれ検出方法や適用範囲が異なります。こうしたツールの特

性を理解したうえで使用する必要があります。 

品質管理のために行う構造解析や静的解析などとともに、OSS混入検査も、開発プロセスのでき

るだけ初期段階で一度は実施することが推奨されます。こうすることで、ポリシーに合致しない

OSSの混入や意図せぬ OSS混入が発覚した際の手戻りを最小限に抑えることができます。また、

可能ならば、品質のためのコード解析とともに開発プロセス中の CI（継続的インテグレーション）に

組み込み常に自動的にチェックする体制が構築できることが理想的です。 

5.3.9. 利用している OSSの把握 

意図しない OSSの混入だけでなく、製品で利用している OSSを把握することは重要です。例え

ば、そうした情報を蓄積することで、他の開発部門からの問い合わせに対して、利用実績のある

OSSかどうか判断可能になります。また、外部からの問い合わせに対して迅速に対応するために

も、使用している OSSを把握しておくことは重要です。 

使用しているソフトウェアおよびそのライセンスの状態を適切に把握するためには、製品や開発対

象に組み込まれるソフトウェアの構成管理 (Software Configuration Management, SCM)、あるい

はソフトウェア BoM (Bill of Materials) の管理を適切に行う必要があります。ソフトウェア構成管理

とは、狭義には単にバージョン管理を指すこともありますが、広義には変更依頼、要求の変更、機

能追加・バグ改修、ビルドやパッケージ化による成果物の生成を行うとともに、任意のバージョンの

製品を再現したり、不具合や故障発生時にトレース可能にするために、ソースコードや文書などの

開発生成物の変更履歴を管理するとともに、製品のバージョンや、開発対象の納入先などに応じ

て、個々の開発生成物のどのバージョンが対応しているかを記録、管理することです。 

OSSを利用するうえで、対象とするソフトウェアのバージョンとそのライセンスを正しく把握し、製品

や開発対象に組み込まれたソフトウェア間でのライセンスの競合、ライセンスと適合しない方法での

利用、同一の OSSでありながらバージョンにより異なるライセンスが設定されていることによる意

図しないライセンス違反、等に適切に対処するためにも、適切な構成管理が必要となります。 

こうした情報を記述する方式としては、Linux Foundationが定めた標準規格「Software Package 

Data Exchange（SPDX）[39]」などがあります。SPDXは、フリー/オープンソースソフトウェアライセ

ンス情報交換のための標準規格であり、ライセンス情報の共有を容易にしたり、企業や組織のコン

プライアンス管理を容易にする目的で定められました。OpenChainでは、ソフトウェア構成管理情

報の管理方法の一つとして、SPDXを利用することが想定されています。製品に使用する OSSの
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ライセンス情報を適切に管理するためには、こうした標準に準拠した記述方式やそのためのツール

で効率的に管理することも検討します。本項で備えるべき文書は以下の通りです。 

⚫ ソフトウェアを構成する OSSコンポーネント群を特定、トレース、レビュー、承認する情報の保

管とその手順を記した文書。 

⚫ 上記手順が適切に運用されたことを示すエビデンス記録。 

※ OpenChain Specification 2.0: 3.1 部品表、に適合 

 

 

図 18 SPDXにより記述されたソフトウェアのライセンスのリスト 

 

FileName: ./sed-4.2/COPYING 

SPDXID: SPDXRef-file-COPYING-8427-faa689eb 

FileType: OTHER 

FileChecksum: SHA1: 842745cb706f8f2126506f544492f7a80dbe29b3 

LicenseConcluded: NOASSERTION 

LicenseInfoInFile: GPL-3.0 

LicenseComments: <text></text> 
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FileCopyrightText: NOASSERTION 

FileComment: <text></text> 

FileNotice: <text></text> 

## Relationships 

Relationship: SPDXRef-file-COPYING-8427-faa689eb CONTAINED_BY SPDXRef-package-

sed_4_2_tar_gz-b0a9-7f98cbdc 

Relationship: SPDXRef-file-COPYING-8427-faa689eb DESCRIBED_BY SPDXRef-

DOCUMENT 

 

図 19 SPDXで記述された sed 4.2の情報 

 

5.3.10. 出荷前チェック 

製品の出荷前の最終的なチェックとして、組み込まれているソフトウェアがすべて OSSライセンス

を遵守できているかを、ソフトウェア構成管理情報を基に確認します。利用している OSSとそのライ

センス、各ライセンスの利用許諾条件と組み込み方について確認するとともに、OSSソフトウェアと

ライセンス・著作権や免責条項の表示、ソースコードの入手方法についての表示を行うなど製品出

荷とソースコードの開示などに向けた準備を行います。Webサイト等を設けて、当該製品に利用さ

れている OSSおよびそのライセンスのリストや、ライセンスの定める条件に従って、元のソースコー

ドや改変後のソースコード、パッチなどをWebサイトであらかじめ開示しておくとよいでしょう。 

すでに、Linuxをはじめとする OSSを積極的に利用してきた家電メーカーでは、Webサイトにて製

品ごとの利用 OSS リストなどの公開をすることが一般的です[40][41]。 

5.3.11. 外部からの問い合わせ対応 

製品を出荷した後には、利用しているユーザや、OSSの適正利用を推進する団体等からの問い合

わせがあるかもしれませんので、その対応のための窓口を設置し一般に公開された形（メールアド

レスを公開する等）で明示します。会社の規模によっては、開発部門や品質管理部門がこの役割を

担うことになりますが、いずれにしろ問い合わせに対しては、迅速に調査を行い、誠意を持って対応

することが OSSコミュニティとの関係からも大切であることは、すでに述べたとおりです。また、第三
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者からのオープンソースライセンスについての問い合わせに対してどのように対応するかについ

て、その手順を文書化しておきます。 

⚫ 第三者が OSSライセンスコンプライアンスに関する問い合わせが可能な公開された方法とそ

の明示。 

⚫ 第三者からの OSSライセンスコンプライアンスに関する問い合わせへの対応手順文書。 

※ OpenChain Specification 2.0: 2.0 アクセス、に適合 

5.3.12. 保守更新作業 

製品出荷後には、製品に対する保守・更新作業が継続される場合があります。自社製ソフトウェア

に関してはバグフィックス、機能追加等が考えられますが、製品に利用された OSSは製品とは無

関係にバグフィックスや機能追加がコミュニティによって行われますので、それらの動きを把握する

ことが必要になります。セキュリティ上必要な修正や、明確なバグなどは OSSコミュニティおよび自

社でともに行うことになります。自社で OSSのバグを発見、修正した場合は、極力修正パッチを

OSSプロジェクトに対してフィードバックすることが肝要です。また、セキュリティ上深刻な脆弱性の

発見やその修正がコミュニティ側で行われた場合、製品に対して影響がある場合には極力早く修正

を反映させる必要があります。 

5.4. ポリシーに基づく OSS としての公開 

OSS利用に伴う派生物の公開については、上述の OSS利用においてライセンスを順守すればお

のずと正しく実施されるでしょう。一方で、自社で開発したソフトウェア、データやドキュメントをオープ

ンソースや Creative Commonsライセンスで公開する場合には、利用とは別の観点からルール化

が必要でしょう。 

ただし、基本的には上で決めた OSSポリシーに従うものとして、利用と同様にガイドライン化をする

とよいでしょう。OSSとしての公開ための体制構築、教育や社内からの問い合わせ対応について

は、上述の 5.3.1 体制の構築と運用、5.3.2教育の実施、5.3.3社内からの問い合わせ対応、と共

通であるため割愛します。なお、OpenChain仕様においては、OSSとしての公開に関するコンプラ

イアンス対応については、「5.1 オープンソースへの貢献」 として定義されているのみであるが、
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OSSプロジェクト一般に求められる対応として以下に公開にあたって従うべき手順を定義していま

す。OpenChainにおいては、以下の文書や手続きの定義が必要です。 

⚫ オープンソース貢献ポリシー。 

⚫ オープンソース貢献の管理手続きを記した文書。 

⚫ すべてのソフトウェアスタッフがオープンソース貢献ポリシーの存在を認識するための手続き

（例えば、トレーニング、内部 wiki、その他の実効的な伝達手段を通じて）を記した文書。 

※ OpenChain Specification 2.0: 5.1 オープンソースへの貢献、に適合 

5.4.1. OSSとしての公開の申請・審査・承認 

自社で開発したソフトウェアを OSSとして公開するにあたっての全般的なメリットやリスクについて

は、上述した通りですが、実際に開発したソフトウェアを公開する場合には、公開に当たって、公開

のメリットや、実際に OSSコミュニティにどのように利用してほしいのか、個別に検討するとよいでし

ょう。公開を決めたら開発部門から公開予定のソフトウェアを申請し、それを他の部門や担当部署

により審査・承認する仕組みを構築しておきましょう。 

公開に当たっての理由の妥当性に加えて、公開に伴うリスクに対応するための、機密情報や特許

が含まれていないか等の、申請・審査・承認プロセスを設け、OSSの公開に当たってのエビデンス

を残すことは重要です。 

5.4.2. 公開する著作物の範囲（ソースコード、モデル、ドキュメント） 

公開に当たっては、公開する著作物の対象範囲（ソースコード、モデルデータ、ドキュメント）を明確

にします。また、それらがどのように利用されることを期待するか、どのような利用が想定されるか

などについても検討しましょう。 

他の OSSに依存しているソフトウェア、他の著作物を引用したドキュメントなどもありますが、どこま

でが自社の著作物なのかについて線引きをはっきりしておくことも重要です。 
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5.4.3. ライセンスの設定 

ソフトウェアを OSSとして公開する際に、どのようなライセンスを設定するかは大変重要な問題で

す。まず、ライセンスを設定していない OSSは、どのような利用許諾条件か不明であるために、多く

の利用者から敬遠され、使われないことになります。OSSとして公開するからには、多くの人々に

利用してもらいたいと考えていると思いますので、どのように使われたいかによって、適切な利用許

諾条件の OSSライセンスを選択肢、公開するソフトウェアに明記しましょう。 

公開するソフトウェアにライセンスを設定する場合には、独自のライセンスを作成し設定することは

一般によくないことと考えられています。多くのソフトウェアライセンスが乱立すると、利用者からす

ると、個別のライセンスの許諾条件をいちいち精査しなければいけません。例えば、OSI（Open 

Source Initiative）等が定める OSSライセンス[42]の中から、自分が意図した利用許諾条件に合致

するものを選択し設定するようにしましょう。 

5.4.4. 著作権表示 

開発されたソフトウェアやマニュアル等は開発された時点で著作物となり、著作権が発生します。上

述したように、著作権自体はソースコードの記述がなされた時点で発生しベルヌ条約で保護される

ため、明示的に著作権表示を行う必要はありませんが、ソフトウェアやドキュメントなどに著作権表

示を明記することは良い習慣ですので、公開・非公開に関わらず行うとよいでしょう。ただし、会社と

しての規定や、受託開発時には契約に基づくルールがあるため、ルールに従う必要があります。 

一方、開発したソフトウェアを OSSとして公開する場合、付与する OSSライセンスのほとんどは著

作権情報の表示義務があるため、必ずソースコードに著作権表示をし、ライセンスとともに許諾条

件を利用者に明示する必要があります。著作権は以下のように、「コピーライトを表す表記（©, (C)

など）+ 著作物の発行年+ 著作権者名」で表記します。 
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最低限の著作権表示記載例 

// foobar_function 

//   関数やファイルの説明等 

// 

//  (C) 2019, Robot Revolution & Industry IoT Initiative 

// 

// 場合によっては、以下に免責事項やライセンス本文を記載することもある。 

// 

#include <iostream> 

 

int foobar_function (int arg1) 

{ 

  : 以下ソースコード 

図 20 ソースコードにおける著作権図示例 

なお、ソースコードに記述されることから、“コピーライトを表す表記”は、環境依存文字や全角文字

記号の「©」ではなく、ASCII文字のみの「(c)」や「(C)」を利用し、著作権者も英字表記で記載するこ

とが望ましいでしょう。また、開発したソフトウェアにおいて、OSSを利用し改変した場合は、既存の

OSSの著作権情報表記を記述した上で、今回の作成者の著作権表示を記述しておく必要がありま

す。 

5.4.5. 公開のための手順 

公開に当たって、他の意図しない OSSの混入や特許の調査などについては、「5.3ポリシーに基づ

く OSSの利用」同様に事前に調査しておくことが必要になります。詳細については省きますが、一

連の作業について、同様にガイドラインとして定め、周知しておく必要があります。 

公開に当たっては、チェックに漏れが無いようにチェックリストを作っておくとよいでしょう。以下に会

津大学のロボット開発プロジェクト「RTC-Library-FUKUSHIMA」における「オープンソースソフトウェ

ア登録確認ガイドライン」のチェックリストを一例として示します。 
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表 6 ガイドラインチェックリスト例  

確認 No. チェック内容 チェック結果 

1 ソフトウェアの開発時、OSSを利用した開発

をおこなったか？ 

行った場合、No.2の内容を

確認 

行っていない場合、意図しな

い OSS利用確認のため、

No.4を確認 

2 身元不明なソースコード（注：著作者不明、ラ

イセンス不明、公開サイト不明等、ファイル

単位、コードスニペット単位に依らず）を開発

に使用していないか？ 

使用していない場合、No.3

の内容を確認 

使用した場合、代替コードに

置き換えも検討 

3 ソフトウェア開発で他の OSSを利用した場

合、OSSライセンス違反がないことを確認し

ているか？ 

確認していない場合、確認し

適正なライセンスを付与 

意図しない OSS利用確認

のため、No.4を確認 

4 OSSの適正な利用に配慮したとしても、意

図せぬ OSSが混入するリスクがある。その

ため、ツールを利用してソフトウェアを検査

し、意図せぬ OSS混入のリスクを軽減する

ことを推奨。 

OSS検査ツール：Palamida、FOSSology、

BlackDuckなど 

意図せぬ OSSの混入があ

った場合、代替コードに置き

換え、適正なライセンスを付

与 

 

5.4.6. 公開後のメンテナンス・サポート体制 

開発したソフトウェアを OSSとして公開した場合、公開直後からそのソフトウェアの OSSとしてのラ

イフサイクルが始まります。つまり、ユーザによってダウンロードされ、使用され、時には二次利用さ

れることになります。その際に、ユーザから質問やバグレポート、あるいはパッチが送付されること

があります。こうしたコミュニティとのやり取りを円滑に行うために、GitHubのようなソースコードリポ

ジトリおよびユーザコミュニケーションをサポートする OSSホスティングサービスを利用することを

推奨します。GitHubをはじめとする OSSホスティングサービスでは、ソースコードのバージョン管
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理だけでなく、ユーザからの質問や問題点を挙げるフォーラムや、ソースコードのパッチを送る機能

等が提供され、コミュニティとの関係構築に役立ちます。ただし、単純にソースコードをアップロード

するだけでなく、ユーザなどのからの質問に真摯に答えたり、バグレポートやパッチ送付に対しても

可能な限り対応するなど、公開側の努力が求められます。 

5.4.7. 外部からの貢献に対する対応（ソース取り込み、注意点） 

OSSとして公開する場合、ユーザからバグフィックスのためのパッチや、機能追加のためのソース

の提供の申し出があるかもしれません。それらの外部からの貢献を取り込む際には注意が必要で

す。単純に提供されたソースコードを元のソースコードに取り込むと、そのソフトウェアは自分とソー

ス提供者の共同著作物になります。この場合、OSSライセンスを含む利用許諾の変更や、その他

著作権により守られている自分・自社の権利の一部を、貢献者と共有することになり、貢献者全員

の許可が必要になります。 

もし、外部の貢献者との共有著作物となることが、会社の戦略上問題になる場合には、貢献者ライ

センス同意書（Contributor License Agreement: CLA）と呼ばれるものをあらかじめ作成しておき、

貢献者に対してその貢献（提供されたソースコード等）を自社あるいはその OSSプロジェクトが利

用する権利を明示的に譲渡してもらう等して、後々問題とならないようにする必要があります。 

たいていのコントリビュータは、その OSSプロジェクトの発展のために無償で貢献したいと思ってお

り、CLAに同意することに対してはほとんど問題とならないでしょう。また、GitHubのようの OSSホ

スティングサービスでは、ソースコードの差分の提供を受ける際に CLAへの同意を確認する仕組

みをフックで切る APIが用意されており、こうした仕組みを利用して外部からの貢献を自動的に安

全に取り込めるようにすることも可能です。 

5.4.8. 開発、サポートの終了時の対応 

ソフトウェアのライフサイクルでは、開発者の人的リソースが確保できなくなったり、ソフトウェアの役

割が終了したりするとともに、OSSのプロジェクトが終了することがあります。 
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特に会社が主導してソフトウェアを OSSとして公開した場合には、その会社がその OSSにたして

人的リソースが割けなくなった時点で通常開発がストップします。ただし、OSSとして公開している

ので、ソースコードはオープンになっており、また多くのユーザが利用している場合もあるでしょう。 

その場合、OSSではユーザの一部の人々が勝手にプロジェクトを引き継ぐことも可能です。ただし、

OSSを公開した企業としては、ユーザコミュニティに対して、開発が継続できなくなった旨を説明し、

OSSプロジェクトを代わりに継続してくれる開発者をコミュニティの中から見つける努力をした方が

良いでしょう。原著作者である企業から、開発を引き継いでくれる外部貢献者を明示的に指名する

ことで、同じソースコードを引き継いだ OSSプロジェクトが乱立し、開発力が分散することを避ける

ことができます。 

6. おわりに 
本ガイドラインでは、ソフトウェアの著作権、特許の取り扱いに関する基本的な考え方を説明すると

ともに、OSSを利用してロボットシステムを開発したり、開発したソフトウェアを OSSとして公開した

りする際に注意すべき点を解説しました。 

OSSの利用にあたっては、様々なリスクもある一方で、上手に利用することができれば、開発効

率・コスト、あるいは製品のマーケティングの面でも非常に大きな力を与えてくれる可能性がありま

す。利用にあたってはリスクも見極め、正しい対応策を定め、一つ一つ着実に実行する必要があり

ます。一つ一つの対応策はそれほど難しいものではありませんが、組織的かつ継続的に実施し続

けることが肝要です。また、自社ソフトウェアを OSSとして公開することも、リスクとともに大きなメリ

ットを得ることができる可能性があります。 

今後、ロボットシステムを開発における OSSの利用は、ますます広がっていくことは確実です。

OSSに対する正しい考え方を持ち、うまく付き合っていくことで、日本のロボット産業はまだまだ発

展する可能性があります。このガイドラインが、OSSを利用したロボットシステム開発と新規ロボット

市場開拓の一助となることを願います。 
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更新履歴 
2019年 5月 30日 Version 1.0 公開。 

2020年 6月 23日 Version 2.0 公開。2.3.2, 2.3.3, 2.3.4 OSSライセンス制約の具体的の追記。

5.1 OpenChain標準 追加。5.3 ポリシーに基づく OSSの利用、5.4 ポリシー

に基づく OSSとしての公開、等 OpenChain標準との対応関係を明記。誤字、

文書の軽微な修正等。 
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